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１ 基本的な事項 

（１）京丹後市の概況 

 ア．自然的、歴史的、社会的、経済的諸条件の概要 

 （自然的条件） 

  京丹後市は、京都府の北西部、京都市から直線距離で約90kmの場所に位置し、東西約35km、

南北約30kmに広がり面積501.43km2を有している。 

  北近畿最大規模を誇るブナ林のほか、アベサンショウウオなどが生息する多彩な生態系

を有する山々に恵まれており、海岸線は、その全域が山陰海岸国立公園及び丹後天橋立大

江山国定公園に指定されている。また、内陸部には標高400～600ｍの山々が連なっている。 

  市内には、竹野川、福田川、佐濃谷川、川上谷川等やこれらから分岐した支流が山間や

市街地を流れ、日本海へ注いでいる。 

  さらに、京丹後市から鳥取県までの東西約120km、南北最大30kmに及ぶエリアは、「地形、

地質の博物館」と呼ばれる変化に富んだ地形や地質を数多く観察することができ、平成22

年10月に「世界ジオパークネットワーク」に国内で4地域目として加盟認定された。その

中には、国の天然記念物・名勝に指定され、全国初の禁煙ビーチである“鳴き砂”で有名

な「琴引浜」やリアス式の海岸線が美しい「丹後松島」、大自然がつくりあげた天かける

橋「小天橋」など、風光明媚な地域に溢れ、「海の京都」の観光地として親しまれている。 

  気象条件は、年間を通して多雨多湿で天候の変動が激しく、年間降水量が平年で1,800mm

以上と、特に冬季の積雪などによる降水量が多い日本海側の典型的な特徴を有している。 

 

 （歴史的条件） 

  京丹後市は、日本海を通して古代より大陸・朝鮮半島との交流が活発で、弥生時代の先

進技術を示す水晶玉造工房跡、約2,000年も前の中国貨幣、女王卑弥呼が魏に使者を送っ

て銅鏡100枚を得たうちの1つともいわれる鏡、日本海側最大規模の前方後円墳、準構造船

をかたどった船形埴輪の出土、農耕・機織・造酒技術の伝来をうかがわせる羽衣伝説、古

代の開化天皇や垂仁天皇との婚姻関係など、古代丹後王国を思わせる発展の跡が残されて

いる。 

  その勢力は、大陸と大和政権の交流の動脈上にあって、丹後の海辺と川の流域を結び、

独自の経済文化圏を形成していたといえる。 

  やがて中世を経て近世に入り、海を舞台にした廻船業や丹後の気候と先人の努力が生ん

だ丹後ちりめんの活況を始めとして、この地域は発展を続けてきた。 

  丹後の自然と人々の努力によって、このように古くから一体的に発展してきたこの地域

は、平成16年４月１日、旧峰山町、旧大宮町、旧網野町、旧丹後町、旧弥栄町及び旧久美

浜町が合併して、平成の大合併における京都府最初の市「京丹後市」として誕生した。 

 

 （社会的条件） 

  本市は、京都市及び阪神地区への道路距離はいずれも150km前後あり、山陰近畿自動車

道野田川大宮道路の開通に伴い、阪神地区へは舞鶴若狭自動車道を経由し約２時間30分、

京都市へは京都縦貫自動車道の全線開通と相まって約１時間30分程度と大幅に時間的距

離が短縮されたが、地理的条件の不利は免れない。また市内の道路交通網は、国道178号、
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国道312号、国道482号と、これに主要地方道、一般府道を中心として形成されており、さ

らに、主要市道がこれらの道路と集落を結んでいる。 

  一方、鉄道においては、京都丹後鉄道（旧北近畿タンゴ鉄道）宮豊線が１時間に約１本

の割合で運行している。同線は、宮津市から与謝野町を経て兵庫県豊岡市を結んでおり、

通勤・通学を始め地域の人々の生活の足として、また、ビジネス、観光などに幅広く利用

されている。京都市へはＪＲ山陰本線を乗り継いで、阪神地域へはＪＲ福知山線を乗り継

いで２時間30分から３時間程度を要する。 

 

 （経済的条件） 

  本市は、古くからものづくりにおける高度な技術を有する地として知られ、その技術は

農業や織物業、機械金属加工業の分野で発揮され、地域の経済を支えてきた。 

  農業は、米づくりに最適な水、土、気候に恵まれていることから、水稲栽培が盛んで海

岸部砂丘地や国営開発農地では畑作も展開されている。 

  織物の分野では和装用小幅絹織物「丹後ちりめん」の里として絹織物産地で知られ、ピ

ーク時の昭和48年には生産量が920万反に達するなど国内の絹織物産業を牽引してきた。

その後の和装需要の減退や個人消費の減少、海外製品の相対的な増加などにより生産量は

減少しているものの、今日においても全国シェアの約６割を担う産地を形成している。 

  機械金属加工業は、産業機械装置・自動車関連部品製造業等の産業集積を形成し、地域

内で設計・加工から組立てまで、精密機械装置により一貫して製造できる体制の整備をほ

ぼ達成している。 

  本市の平成27年の産業別就業人口比率は、第一次産業が8.6％、第二次産業が30.8％、

第三次産業が60.6％を占めている。 

 

 

イ．京丹後市における過疎の状況 

  京丹後市の人口は、昭和35年で80,106人（旧町の合計）であったが、平成27年には55,054

人と、55年間で31.3％減少している。 

  昭和35年以降の高度経済成長期の過疎化現象は、山間零細農家の離農、都市及び近郊工

業地帯への人口流出、昭和50年以降は地場産業の織物業の構造的な不況、農林漁業などの

不振や就業できる産業、雇用の場が少ないことなどに加え、大学等高等教育機関が地域内

にないことから高等学校等卒業後に地域を離れる若者が多く、また市内の雇用機会が少な

いことから就職帰郷に至らない場合が多いこと、さらに京阪神地域などの都市部から離れ

ているなど立地条件の不利等による人口の流出、出生率の低下などが主な要因として考え

られる。 

  これまでの過疎対策は、農林水産業の振興を始め、農林水産業の基盤整備、道路交通網

の整備、生活環境の整備、観光産業の振興などを中心として進めてきた。産業や生活基盤

の整備には一定の成果を得てはいるものの、人口流出・減少や高齢化は進んでおり、現在

もなお厳しい状況が続いている｡このような中、今後の過疎対策においては、地域の自立

促進を図るため、農林水産業、道路交通網や下水道施設等の基盤整備のほか、自然環境に

配慮した観光産業、新しい産業の創出や企業立地の推進等の対策を進めるとともに、若者

定住対策や高齢化社会への積極的な対応がより重要な課題となっている。また、これまで
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に整備された施設や地域資源の活用に加え、地域医療や生活交通の確保など、住民が将来

にわたり安全で安心して暮らすことのできる地域の実現が重要となっている。 

 

 

 ウ．産業構造の変化、地域の経済的な立地特性、社会経済的発展の方向 

 （産業構造の変化） 

  本市の昭和35年の産業別就業者及び就業人口比率は、第一次産業が21,022人（就業人口

比率46.7％）、第二次産業が13,851人（同30.8％）、第三次産業が10,116人（同22.5％）で

あった。 

  しかし、平成27年では第一次産業が2,317人（就業人口比率8.6％）、第二次産業が8,331

人（同30.8％）、第三次産業が16,365人（同60.6％）となり、就業人口全体の縮小ととも

に就業人口比率が大きく変わっている。 

 

 （地域の経済的な立地特性） 

  本市は、和装需要の減退とともに絹織物業を中心とした繊維産業が落ち込み、加えて、

交通の便が悪く、京阪神地区まで片道１時間30分から２時間30分程度もかかるという条件

にある。こうした不利をはねのけ、本格的な企業誘致を推進するため、独自の魅力を持つ

まちづくりを目指している。地勢的に域外からの誘致はハンディが多いとの判断から、域

内企業の育成も重視しており、平成25年には、本市企業の経営安定・成長発展への支援、

企業立地の推進などにより商工業の総合的な振興を図り、もって多様で活力のある地域経

済の発展と豊かな市民生活の実現を図るため、施策を体系的かつ効果的に実施していくた

めの基本事項などを定めた「京丹後市商工業総合条例」を制定し、商工業振興や企業立地

に関する具体的な施策を積極的に展開している。 

 

 （社会経済的発展の方向） 

  織物業は低迷を続けているが、本市の重要な産業であることには変わりない。今後とも

他産地とのネットワークを活かし、長年の技術やノウハウを活用しつつ、現代の需給構造

に合致したものづくりの産地として発展していかなければならない。 

  農林漁業については、その課題を的確に把握して、それぞれの実情に即した基盤整備と

振興を図り、農商工観連携を促進するとともに、6次産業化による活性化や都市住民との

交流などにより、地域産業としての発展を目指す。特に農業においては優良農地の確保活

用と合わせて流動化を進めて認定農業者等への農地集積を推進し、複合的経営手法の導入

による収益性の高い農業の近代化を追求する。 

  その他の産業についても相互の連携を密にした振興策を推進し、高度な技術を持った企

業やテレワークなどを活用した新しい働き方を活用する企業の誘致や、高い加工技術を持

つ機械金属加工業の成長発展の促進など、2020年に迎える丹後ちりめん創業300年や東京

オリンピック・パラリンピックに向けた取組み、加えて、2017年4月の丹後ちりめん回廊

の日本遺産認定を契機に、多角的な産業立市としての発展に努める。観光産業については、

優れた自然景観や歴史的遺産などを活用し、幅広い産業分野を包含した滞在型の通年観光

の確立に努める。 

  産業振興に当たっては、「第2次京丹後市総合計画」に基づく各種施策の積極的な展開や、
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「京丹後市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の推進により、市内全体の広域的視野でも

って総合的・複合的な産業振興とそれによる就職の場の確保に努めるとともに、活力ある

地域社会づくりを進める。 

  また、京都府丹後広域振興局が策定した「「明日の京都」丹後地域振興計画」に留意し

つつ、体系的かつ計画的にそれぞれの施策を展開し、個性ある地域づくりを推進していく。 
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（２）人口及び産業の推移と動向 

  本市の人口は、昭和35年では80,106人（旧町の合計）であったが平成27年には55,054人

と約31.3％の減となっている。また、若年者比率は10.2％と人口に占める割合は小さくな

ってきており、高齢者比率は35.3％と大きく、少子高齢化が進んでいる。 

  なお、国立社会保障・人口問題研究所による本市の将来の人口推計（平成25年3月推計）

によると、平成52年（2040年）の本市の総人口は38,278人となっている。このため、本市

では、人口減少を抑制するため、産業振興や定住促進策を積極的に推進してきており、平

成27年3月には、「京丹後市まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び「人口ビジョン」を策

定した。そこでは、平成47年（2035年）からは減少局面を脱して増加傾向となるものと展

望しているが、まずは、当面の人口減少をより緩やかなものにすることが重要である。 

  本市全体の産業就業人口の推移を見ると、平成27年では第一次産業就業者が8.6％、第

二次産業就業者は全体の30.8％となっており、いずれも平成22年と比較してやや減少して

いる。一方、第三次産業は年々増加傾向にあり、60.6％に達している。 

 

表）１－１（１）人口の推移（国勢調査） 

 京丹後市（平成12年度までは旧町の合計） 

昭和35年
実数 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率

総数 80,106人 77,028人 -3.8% 75,187人 -2.4% 74,494人 -0.9% 72,966人 -2.1%
0歳～14歳 24,286人 20,933人 -13.8% 19,449人 -7.1% 18,961人 -2.5% 17,230人 -9.1%
15歳～64歳 48,519人 48,358人 -0.3% 47,436人 -1.9% 46,250人 -2.5% 45,131人 -2.4%

うち
15歳～29

歳(a)
18,089人 16,950人 -6.3% 15,535人 -8.3% 13,780人 -11.3% 11,683人 -15.2%

65歳以上(b) 7,301人 7,737人 6.0% 8,302人 7.3% 9,283人 11.8% 10,605人 14.2%
若年者比
率

22.6% 22.0% 20.7% 18.5% 16.0%

高齢者比
率

9.1% 10.0% 11.0% 12.5% 14.5%

実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率
総数 71,541人 -2.0% 69,085人 -3.4% 67,208人 -2.7% 65,578人 -2.4% 62,723人 -4.4%
0歳～14歳 15,507人 -10.0% 13,151人 -15.2% 11,775人 -10.5% 10,646人 -9.6% 9,459人 -11.1%
15歳～64歳 44,281人 -1.9% 42,881人 -3.2% 40,537人 -5.5% 38,332人 -5.4% 35,687人 -6.9%

うち
15歳～29

歳(a)
10,902人 -6.7% 10,434人 -4.3% 9,505人 -8.9% 8,970人 -5.6% 7,268人 -19.0%

65歳以上(b) 11,753人 10.8% 13,053人 11.1% 14,896人 14.1% 16,600人 11.4% 17,575人 5.9%
若年者比
率

15.2% 15.1% 14.1% 13.7% 11.6%

高齢者比
率

16.4% 18.9% 22.2% 25.3% 28.0%

実数 増減率 実数 増減率
総数 59,038人 -5.9% 55,054人 -6.7%
0歳～14歳 8,042人 -15.0% 6,700人 -16.7%
15歳～64歳 32,718人 -8.3% 28,907人 -11.6%

うち
15歳～29

歳(a)
6,312人 -13.2% 5,642人 -10.6%

65歳以上(b) 18,263人 3.9% 19,421人 6.3%
若年者比
率

10.7% 10.2%

高齢者比
率

30.9% 35.3%

昭和55年

平成12年 平成17年

区分

区分
昭和60年 平成2年 平成7年

昭和40年 昭和45年 昭和50年

区分
平成22年 平成27年
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表）１－１（２）人口の推移（住民基本台帳） 

 京丹後市（平成12年度は旧町の合計） 

実数 構成比 実数 構成比 増減率 実数 構成比 増減率
67,462人 ― 65,129人 ― -3.5% 61,592人 ― -5.4%
32,539人 48.2% 31,409人 48.2% -3.5% 29,774人 48.3% -5.2%
34,923人 51.8% 33,720人 51.8% -3.4% 31,818人 51.7% -5.6%

実数 構成比 増減率 実数 構成比 増減率

58,522人 ― -5.0% 57,741人 ― -1.3%

28,267 48.3% -5.1% 27,884 48.3% -1.4%

30,255 51.7% -4.9% 29,857 51.7% -1.3%

76 ― 81 6.6%
283 ― 282 -0.4%

実数 構成比 増減率

55,945人 ― -3.1%

27,003 48.3% -3.2%

28,942 51.7% -3.1%

84 3.7%
308 9.2%

参
考

男（外国人住民）
女（外国人住民）

区分
平成29年3月31日

総数
（外国人住民除く）

男
（外国人住民除く）

女
（外国人住民除く）

女

平成12年3月31日 平成17年3月31日 平成22年3月31日

区分
平成26年3月31日 平成27年3月31日

区分

総数
男

総数
（外国人住民除く）

男
（外国人住民除く）

女
（外国人住民除く）

参
考

男（外国人住民）
女（外国人住民）

 

表）１－１（３）人口の見通し 

 「京丹後市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」人口推移 
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表）１－１（４）産業別人口の動向（国勢調査） 

 京丹後市（平成12年度までは旧町の合計） 

昭和35年
実数 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率

総数 44,989     43,587     -3.1% 44,697     2.5% 41,788     -6.5% 41,484     -0.7%

第一次産業
就業人口比

46.7% 34.2% － 27.5% － 20.4% － 18.3% －

第二次産業
就業人口比

30.8% 41.7% － 45.9% － 50.0% － 48.7% －

第三次産業
就業人口比

22.5% 24.1% － 26.6% － 29.5% － 33.1% －

実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率

総数 40,171     -3.2% 38,865     -3.3% 38,003     -2.2% 34,826     -8.4% 33,111     -4.9%

第一次産業
就業人口比

16.5% － 12.8% － 12.0% － 10.7% － 10.9% －

第二次産業
就業人口比

48.0% － 49.4% － 44.9% － 40.6% － 35.9% －

第三次産業
就業人口比

35.5% － 37.7% － 43.0% － 48.6% － 52.8% －

実数 増減率 実数 増減率

総数 29,717     -10.3% 28,457     -4.2%

第一次産業
就業人口比

9.5% － 8.6% －

第二次産業
就業人口比

32.1% － 30.8% －

第三次産業
就業人口比

58.4% － 60.6% －

平成17年

昭和40年 昭和45年

平成27年平成22年

区分

区分

区分

昭和50年 昭和55年

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年
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（３）行財政の状況 

 行政 

  多様な行政需要に応えるため、効率的かつ迅速な執行体制と人事管理の徹底、職員研修

の充実を図るものとし、「第2次京丹後市総合計画」を基本に過疎地域自立促進計画、各分

野別計画などとの整合を図りながら、住民の英知を結集して積極的・効率的でかつ戦略

的・重点的な行政運営に努める。 

 

  広域的行政の現状は次のとおりである。 

  ○丹後地区土地開発公社 

  ○京都府後期高齢者医療広域連合 

  ○京都地方税機構 

 

 財政 

  京丹後市の平成27年度の一般会計の決算規模は約343億6,032万円であり、財政の健全度

を表す健全化判断比率は、４指標とも基準の範囲内にあるものの、歳入のうち交付税等依

存財源の占める割合は70％を超えており、不安定な財政体質となっている。また、平成27

年度から普通交付税が段階的に減少していることや、平成31年度をもって合併特例事業債

の適用が終了するなど、財政状況はますます厳しさを増すことが予想される。 

  このような中、産業の活性化、生活基盤の整備などの対策を進めて人口の定着を図り、

高齢者の福祉や若者定住を促進するような政策を展開するためには、自主財源の確保に努

めるとともに、京丹後市行財政改革大綱等に基づき、長期的展望に立った財政構造の健全

化を図り、持続可能な行財政運営を行う必要がある。 
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表）１－２（１）行財政の状況 

 京丹後市                             （単位：千円） 

区分 平成16年度 平成17年度 平成22年度 平成25年度 平成27年度
歳入総額Ａ 32,105,219 31,680,044 33,814,691 33,386,281 35,783,648
　一般財源 19,908,051 20,031,176 20,443,105 21,127,135 21,586,111
　国庫支出金 3,004,077 2,990,952 3,420,375 3,048,482 3,901,979
　都道府県支出金 2,752,286 2,385,586 2,214,402 2,406,767 2,516,091
　地方債 4,223,900 3,257,900 4,750,600 4,255,400 3,240,600
　　うち過疎債 441,500 335,700 505,200 627,800 354,300
　その他 2,216,905 3,014,430 2,986,209 2,548,497 4,538,867

歳出総額Ｂ 31,201,726 30,936,876 32,930,045 32,483,063 34,362,648
　義務的経費 15,145,956 15,430,395 15,282,159 14,811,988 15,174,425
　投資的経費 5,144,601 4,978,503 4,442,517 4,508,698 4,455,898
　　うち普通建設事業 4,496,949 2,897,946 4,398,832 4,329,213 4,409,608
　その他 10,911,169 10,527,978 13,205,369 13,162,377 14,732,325
　過疎対策事業費 1,631,715 535,799 819,003 1,069,620 437,521
歳入歳出差引額　Ｃ（Ａ－Ｂ） 903,493 743,168 884,646 903,218 1,421,000

翌年度へ繰り越すべき財源　Ｄ 311,070 315,203 109,083 230,970 266,560
　実質収支　Ｃ－Ｄ 592,423 427,965 775,563 672,248 1,154,440
財政力指数（３カ年平均） 0.341 0.358 0.367 0.320 0.309
公債費負担比率 21.1 22.6 20.9 20.0 18.5
実質公債費比率（３カ年平均） - - 16.1 14.8 12.0
起債制限比率 12.5 13.3 - - -
経常収支比率 93.9 94.9 89.7 86.8 87.2
将来負担比率 - - 122.7% 101.8% 97.2%
地方債現在高 46,765,843 45,530,316 41,905,238 40,765,611 42,268,801

 

表）１－２（２）主要公共施設等の整備状況 

 京丹後市（平成12年度までは旧町の合計） 

昭和45 昭和55 平成2 平成12 平成22 平成25 平成27
年度末 年度末 年度末 年度末 年度末 年度末 年度末

市町村道
　改良率（％） 8.2 23.5 30.9 38.3 44.6 45.4 45.8
　舗装率（％） 8.4 33.5 46.9 54.2 59.9 60.7 77.0
農道
　延長（ｍ） 260,477 260,477 260,477
耕地１ha当たり農道延長（ｍ） 126.7 65.7 52.0 - - -
林道
　延長（ｍ） 97,188 105,239 102,677
林野１ha当たり林道延長（ｍ） 12.0 11.0 11.0 - - -
水道普及率（％） 70.4 99.8 99.5 97.4 98.9 99.3 99.3
汚水衛生処理率（％） - - - 25.1 40.6 49.2 55.2
人口千人当たりの病院、
診療所の病床数（床）

0.8 2.0 4.3 6.3 6.2 6.4 6.6

区分
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（４）地域の自立促進の基本方針 

  これまでの過疎対策で、産業の振興、交通・通信体系の整備、生活環境の整備、福祉の

充実、保健・医療の充実等の諸施策が講じられてきたものの、道路整備や下水道整備など

住民生活の安全・安心の基盤となる公共施設の整備水準などについて、全国との差はなお

存在している。加えて、少子高齢化、産業の停滞、地域医療の確保など、過疎地域を取り

巻く状況は厳しさを増しており、特に農業、織物業といった基幹産業の不振により地域経

済は疲弊し、極めて厳しい事態となっている。 

  本市では、昭和35年の農林水産業従業者は全従業者のうち約47％を占め、21,022人であ

ったが、平成27年では8.6％、2,317人に減少し、経営耕作面積も5,487ha（昭和40年）か

ら3,224ha（平成27年）に縮小していることから、産業構造の変化は著しい。主たる生業

であった農林水産業等の生産活動を通して形成されてきた集落機能は、産業構造の変化に

伴い低下し、加えて少子高齢化の進展や若年者層の流出により生産年齢人口の減少が進み、

地域の担い手やリーダーの不足も生じている。これにより、農林水産業の生産基盤の維

持・形成や、これまで集落を基礎として行われてきた住民の相互扶助、祭り等伝統文化の

継承等といった地域活動の実施が困難となり、さらに人口の減少、経済基盤の衰退、人材

育成機能の低下を招くなど悪循環が生じ、集落及び集落機能の存続を脅かしつつある。 

  また、本市には、海・山・川等のふるさとの自然やそれらを活用する産業、農林水産物、

様々な歴史・伝統文化等、多様で豊富な地域資源が存在している。すなわち、都市部には

ないものが多くある可能性を秘めた地域であると考えられ、地域の自立に向けては、道路

整備や下水道整備など生活の基礎的分野における整備を進めるとともに、都市部では生ま

れない多様な価値を磨き、光り輝かすことが必要であり、地域資源を活用した産業の活性

化方策を含め、資源の効果的な活用が求められる。 

  そのため、引き続き生活道路などのインフラ整備を進めるとともに、定住人口の維持・

増加や雇用の確保・増大に向け、「第2次京丹後市総合計画」及び「京丹後市まち・ひと・

しごと創生総合戦略」に基づき、地域に存在する資源の再確認、掘り起こし、融合等によ

る農山漁村の多様な価値の発揮・創出を図るとともに、地域内で様々な活動を実施する人

材や組織等担い手の確保に努めることとし、以下の取組みを推進する。 

 

  ○地域の維持存続と発展のためには欠かすことができない道路交通網の整備に加え、水

道設備、下水道処理施設、住宅・公園施設整備、地域情報化の推進など、地域の生活

を支え、産業の振興と定住・交流の促進に必要不可欠なインフラの整備に引き続き努

める。 

  ○公共交通網や情報通信網の整備の促進、医師の安定的・継続的確保や充実した医療サ

ービスの提供、学校教育を始めとする教育や文化の振興に努めるなど、基礎的な生活

環境の整備・充実を図る。 

  ○「京丹後市地域福祉計画」に基づく保健・医療・福祉の密接な連携の下、高齢者の社

会参加の機会増大や介護予防に努めるなど、高齢者に対する福祉サービスの向上を図

るほか、子育て支援などによる少子化対策を図り、健康で明るいまちづくりを推進す

る。 

  ○農商工観連携や農林水産物・農山漁村に存在する資源を活用し、「食」をテーマにし
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たブランド化、6次産業化の推進による高付加価値化を図り、同時に生産基盤の整備や

新たな民間流通販売を軸とした販路開拓などを促進し、従事者の所得確保や若者が将

来にわたって就業できる安定経営の確立を推進する。 

  ○既存の施設の有効活用や農林水産業等基幹産業とその他の地域資源を融合するなど、

魅力ある観光振興を推進し、都市住民等の交流人口の増加による賑わいの創出を図る。

さらに、大学等教育機関と連携し、地域が抱える様々な社会的課題を、ビジネスとし

ての事業性を確保しながら解決に向けて取り組む活動についても検討・推進する。 

  ○地域において重要な役割を果たす「人材の育成・強化」の観点から、得意分野を有す

る様々な人材の発掘や、地域の将来ビジョンを確立・推進する人材の育成に加え、周

りの人々が協力しながら活動できる体制を整備し、地域全体の活力向上を図る。また、

地域内だけで人材の確保・育成が困難な場合には、外部の人材も活用するとともに、

将来これらの役割を担う意欲ある若者の定住と受入れ環境の整備もあわせて促進す

るほか、地域外の応援団の組織化と受け入れる側の体制整備を促進する。 

 

 

（５）計画期間 

  計画期間は、平成28年度から平成32年度までとする。計画の実施については、基本方針

を踏まえつつ諸情勢の変化に応じて弾力的に対処するものとし、更に必要とする施策が生

じたときは追加及び変更するものとする。 

 

 

（６）公共施設等総合管理計画との整合 

  平成27年4月に策定した公共施設等総合管理計画において、公共施設等は、社会インフラ

や行政サービス、地域コミュニティの拠点等として市民生活を支えており、加えて災害時

には、避難ルートや避難場所等、地域防災の要として市民の生命を守る防災機能も有して

いると位置付けており、今後も「災害に強く、安心して暮らせるまちづくり」を推進でき

るよう、適切かつ的確に、施設の老朽化対策や防災機能の向上を図ることとしている。 

  また、少子高齢化、人口減少社会の進行等の公共施設等を取巻く環境の変化や、市民生

活の様々な課題に的確に対応し、「地域生活に活力を生む社会基盤整備」を進めていくと

ともに、安心して利用できる公共施設等を、将来にわたって持続的に提供するため、公共

施設等の有効活用と効率的かつ効果的な管理を行うこととしている。 

  本計画においても、公共施設等総合管理計画との整合を図り、施設保有量の最適化、長

寿命化への対応、安心・安全な施設管理の観点による除却などの取組を推進していく。 
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２ 産業の振興 

（１）方針 

  地域内で安定した雇用及び所得の確保を図ることが、人口の維持、特に若年者の流出を

防止するための最も重要な施策である。そのため本市では、地域に存在するあらゆる資源

についてそれぞれを十分に活用すると同時に、それら地域資源を融合し、農林水産業、商

工業、観光等の総合的な連携（農商工観連携）や、美食観光の推進による更なる価値の創

出を図るとともに、新たなブランド化の取組みや6次産業化を推進するなど、多様な経済

基盤の確立・強化を目指す。 

 

 

（２）農業 

 ①現状と問題点 

  本市の農業は、水田2,691ha、畑地及び樹園地533ha（平成27年農林業センサス）、専業、

兼業農家合わせて3,124戸が農業経営を行っている。水田農業を中心に国営開発農地での

畑作、果樹のほか、施設園芸等が展開されており、みず菜、九条ねぎ、黒大豆などが積極

的に栽培されている。国営開発農地では、加工契約野菜を中心に甘藷、採種作物、飼料作

物、果樹等のほか、近年、新たな基幹作物の育成を目指し、茶の栽培も積極的に行われて

いる。網野町、久美浜町の地域では海岸砂丘地での畑作、果樹栽培も盛んである。また畜

産は、乳用牛、肉用牛などが飼育されており、排泄物の活用や経営の効率化が課題となっ

ている。 

  このような中、過疎化・高齢化の進展に伴う農業従事者や後継者の減少による労働力不

足、脆弱な生産基盤による計画生産の困難性、農業機械への過剰投資、農産物の輸入自由

化や米価等農作物価格の低迷など、農業を取り巻く環境は依然厳しい状況にある。さらに、

野生鳥獣による農作物被害は年々拡大し農業経営意欲の低下をもたらしていることから、

有害鳥獣対策の強化が求められている。 

  一方、農業は、生産する役割だけではなく、集落自治機能存続のための手段のほか国土

保全といった重要な役割を担っている。しかし農業従事者の減少や村離れ、地域離れなど

が進み、その結果、集落の共同作業で行ってきた農道や水路の維持管理が困難になり、農

業・農村のもつ多面的機能が発揮されないなどの課題が生じている。 

  このほか、観光レクリエーションとの連携による、地域特産品の開発や観光農業など安

定した農家経営を樹立する施策が必要となっている。 

 

 ②その対策 

  ・農業従事者が他産業並みの所得を得ることを目標に、経営能力の優れた担い手の育成

及び農地の利用集積を図り、効率的で安定的な農業経営を目指すとともに、農業生産

法人等の設立・育成を支援する。 

  ・新規就農者や後継者の確保・育成を推進する。また、ＵＪＩターンを希望する意欲あ

る都市部在住者との交流を促進するとともに、それらを受け入れるための環境整備に

努め、ＵＪＩターン者の受入れを推進する。 
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  ・多くの人が農林業に携わることができる条件づくりとして、女性や高齢者、そして新

規参入者等を含めた多様な担い手の確保、育成対策を推進するとともに、農作業受託

組織や農業機械の共同利用等を中心とした集落営農システムの確立・強化を図る。 

  ・道路・水路整備・ほ場整備などの基盤整備により、農地の効率的な利用と経営の安定

化を推進する。 

  ・消費者が求める農産物の生産と加工、産直制度、朝市、イベントなど生産者による直

売と新たな民間流通販売等多様な販売ルートの開拓を行うとともに、学校給食への活

用などを始めとした地産地消の仕組みづくりに取り組む。 

  ・環境保全型・低負荷型農業により安心・安全な農作物の生産を推進するとともに、み

ず菜等の京野菜や茶などの新たな地域特産物の生産振興やブランド化を推進する。 

  ・観光農園としての活用など観光産業との連携を図り、高付加価値産品の導入や体験農

業等を検討する。 

  ・畜産機械の導入等による畜産経営基盤の強化に努めるほか、農業と畜産との連携を強

化し、資源循環や鳥獣害防止等を促す。 

  ・農家の営農意欲を減退させる要因となっている鳥獣被害を防ぐため、捕獲の担い手確

保や捕獲檻増設による捕獲対策の強化や電気柵、金網等による防除施設の設置、緩衝

帯の設置など防除を強化する。 

  ・「京たんごぼたん・もみじ比治の里」で食肉処理した猪や鹿肉を利活用して地域振興

につなげる。 

  ・丹後王国「食のみやこ」の愛菜館など農産物販売所において、地域の豊かな恵みを活

かした地元農産品等を利活用し、地域全体の農業振興につなげる。 

 

 

（３）林業 

 ①現状と問題点 

  本市の森林面積は37,206haで、市域の約74％を占めており、ほとんどが民有林であるが、

市行造林や、国立研究開発法人森林研究・整備機構や府行造林による分収造林も進められ

ている。地域内の林家は、高齢化が著しく、労働力が不足しているほか、木材価格の低迷

や人件費等の経営コスト上昇など、林業を取り巻く状況は依然厳しく、間伐などの適正施

業がなされずに放置された状態にある。 

  また、放置された竹林が範囲を拡大し森林機能の低下を招いているとともに、これらが

農地や人里に隣接する場所に拡大することで、野生鳥獣の生息地となり、農作物被害拡大

の要因にもなっている。松くい虫被害による森林景観の悪化も課題となっており、特に海

岸沿いの松林は風致景観としても重要であることから、早急な保全対策が求められている

ところである。 

  また、丹後縦貫林道を始めとする林道等の林業基盤の維持管理体制の強化や、未利用資

源を活用した新たな林業特産品の開発、生産の拡大に向けた対策や鳥獣被害防止対策、さ

らには間伐材の利用促進が必要となっている。 

  このように地域林業を取り巻く情勢は厳しく、森林所有者の森林に対する関心は低く、

林業の生産活動が著しく停滞し、森林組合への依存度が高まっている状況にあり、地域林
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業の担い手育成が課題となっている。一方で、森林に対する国民の要請は、木材生産機能

から、水源かん養、国土や自然環境の保全、地球温暖化の防止、レクリエーションや教育

の場としての利用等の多面にわたる機能の発揮へと多様化しており、荒廃した林地の再生

や森林の計画的な間伐の実施など、将来にわたって適正な整備と保全を行うことで、森林

の有する公益的機能が高度に発揮されることが求められている。 

 

 ②その対策 

  ・国土保全や水源のかん養、地球温暖化防止等森林の有する公益的機能の確保に資する

ため、造林地の計画的な保育施業を推進し、間伐や間伐材の搬出利用を促進する。 

  ・海岸線の松林を中心に、松くい虫防除等保全対策を講ずる。 

  ・里山や竹林の整備を推進し、森林機能の回復を図る。 

  ・森林所有者に対し森林整備への関心を高めるための働きかけ等を推進するとともに、

林業労働者の育成・支援を推進する。 

  ・施業の集約化とともに路網整備と高性能林業機械を組み合わせた低コストで効率的施

業を推進する。 

  ・森林環境教育や健康づくりの場等として幅広い森林の活用を図る。 

  ・きのこや木炭・竹炭など木材以外の林産物・特産品の生産を振興するとともに、間伐

材や林地残材等について、平成26年6月に稼働を開始した木質バイオマス供給施設を

活用して、木質バイオマスチップに加工するなど有効利用を図る。 

 

 

（４）水産業 

 ①現状と問題点 

  本市の水産業は丹後半島最北端から兵庫県との府県境までの広範な漁業地域を有して

おり、大型定置網が漁獲量の約８割を占めている。その他には間人及び浅茂川漁港（いず

れも２種漁港）に底曳網漁船が在籍し、ズワイガニ等を各漁港に水揚げしている。特に間

人漁港に水揚げされる良質なカニは、「間人ガニ」として地域団体商標を取得し、全国的

な知名度を誇る重要な観光資源である。 

  また、閉鎖性の高い久美浜湾は地方港湾に指定されているが、港域の一部が大型定置網

漁業等の操業拠点となっており、漁業関係施設が整備されている。湾内では従来からマガ

キ養殖が行われているが、平成23年にはトリガイ養殖が事業化され京のブランドの「丹後

とり貝」として出荷されている。 

  さらに、カキ殻を農地の土壌改良資材として有効利用するためのカキ殻粉砕処理施設が

整備されるなど、資源が地域内で循環する仕組みづくりに積極的に取り組まれている。 

  内水面漁業（河川）では京都府漁業協同組合（網野支所）、上宇川漁業協同組合及び野

間漁業協同組合が、あゆ、うなぎ、あまご、ふな等の種苗を放流し、水産資源の増殖・確

保を図るとともに、遊漁者にレクリエーションの場を提供し親水活動に貢献している。 

  しかし、漁業協同組合による漁業の経営基盤強化が図られているものの漁獲量の減少、

輸入水産物の増加による魚価の低迷、漁業就業者の高齢化と後継者不足などの課題を抱え、

厳しい状況にある。 
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  さらに、消費者の食に対する要望や要求が厳しくなる中、鮮度保持や殺菌処理に重点を

置いた安心・安全な魚介類を提供するとともに、漁業者の安心・安全な漁業活動のための

漁港漁場及び関連施設を整備、若年後継者の受入れ体制を確立するなど、経営の安定を確

立ることが緊急の課題となっている。 

  また、豊かな海、海岸、漁港の魅力溢れる資源を活かした新たな産業・経済活動を「海

業」として位置づけ、商業や観光、教育分野との連携を深め、丹後の魅力を発信し、地産

地消を拡大することが必要となっている。 

 

 ②その対策 

  ・消費者へ新鮮な魚介類を届けるとともに漁業活動が安定的に行えるよう、漁港漁場及

び関連施設の整備による品質・衛生管理を図る。 

  ・「獲る漁業」から「つくり育てる漁業」への転換を図るために、地域の特性を活かし

た放流や中間育成などの栽培漁業、養殖事業に取り組み、安定的な水産資源の管理・

確保を図る。 

  ・水産資源を有効に活用するため、漁業と商業や観光、教育分野との連携を図り、ブル

ーツーリズムや観光漁業体験等の「海業」を推進する。 

  ・水産業の活性化を目指し、生産基盤の安定化を図るとともに、水産物のブランド化や

6次産業化など、本市の特徴を活かした「儲かる水産業」を推進する。 

  ・「海の民学舎」の取組みなどを通して新規就業者や後継者の確保・育成に取り組む。 

  ・内水面漁業では、あゆ、うなぎ、あまご、ふな等の種苗を放流し、水産資源の増殖・

確保を図る。 

 

 

（５）商工業 

 ①現状と問題点 

  商業については、かつて本市の商業活動の中心であった各町の市街地に形成された商店

街において、近年の小売業の形態や消費者の購買ニーズの変化に対応できず、また後継者

不足や新規開業も見込めないなどの要因から、空き店舗が増加している。一方でモータリ

ーゼーションの進展もあって、国道バイパス周辺などの郊外で商業エリアの拡充が進んで

いる。商店街は単なる物売りの場だけではなく都市機能の充実や生産年齢人口の増加の場

でもあり、自治体を形成する上でなくてはならないゾーンである。そのため交流人口を増

加させることなどにより大手資本による市内店舗と競合しない消費者層やＥＣサイトな

どを活用した顧客を獲得する必要がある。また、地域に密着した商店街では、移動手段を

持たない高齢者を対象としたサービスの提供など、地域の人々にきめ細やかなサービスの

提供ができる商店街づくりによって魅力を高める取組みが求められている。空き店舗につ

いてもグループホーム等の福祉施設としての利用や低家賃で貸出しを行うチャレンジシ

ョップなど、それぞれの立地条件や特徴を活かした商店街づくりが必要となっているとと

もに、近くに学校等があり若者の往来が頻繁な地区においては、若者を対象とした店舗づ

くりなどの研究の必要もある。また、観光誘客推進のためのネットワークへの参画や観光

客も気軽に立ち寄れる商店街づくりなど、観光との有機的結合により観光客も顧客として
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取り込むことによって、収益性の向上を図る必要がある。 

  一方、工業については、丹後の発展を担ってきた丹後ちりめんを中心とする織物業は、

和装需要の減退や個人消費の減少、海外製品の相対的な増加などにより昭和48年の920万

反を頂点に、平成26年にはその約4.3％の生産量にまで減少するなど厳しい状況にあり、

操業中の事業所及び稼働織機台数については、平成28年6月時点で、830事業所で3,567機

となっている。また戦後、急速な発展を遂げた機械金属加工業は、丹後の「ものづくり」

基盤を支えていると同時に、雇用創出の面からも大きな貢献をしているが、海外との需要

獲得競争の激化に加え、平成20年代に入ってから、世界的な景況による影響、災害や為替

に起因する受注変動などがあり、先行きが不透明な状況下での操業を余儀なくされている。

2020年（平成32年）に迎える丹後ちりめん創業300年や東京オリンピック・パラリンピッ

クに向けた取組み、加えて、平成29年4月の丹後ちりめん回廊の日本遺産認定を契機に、

織物業をはじめとしたものづくり産業において国内外への販路開拓を進め、さらには産・

学・官の連携による多角的な支援により、一層の産業の振興・発展が課題となっている。 

  また、織物業、機械金属加工業を始めとする産業を支える人材、とりわけ若者のものづ

くり離れや新規学卒者の市外流出などにより、人材の高齢化や人材不足が進んでいる。そ

のような中で、関係団体や企業が地域一体となって産業人材の確保・育成に取り組むなど

魅力ある産業基盤の構築を図るとともに、経営者の経営マネジメント力の向上、各産業の

ニーズに応じた中核的な人材育成、企業誘致などによる新規雇用の場づくりや新しい働き

方の創造が課題となっている。 

  市内には６か所の工業団地を有し、企業の立地が図られているが、立地企業を含めた今

後の工業の活性化にはこれまでの技術を活かしながら更なる技術研究・開発に努めるとと

もに、地域内外の工業技術力との連携・融合により、既存製品の価値を更に高めることに

よる更なる付加価値の創出、大学等との連携により成長分野への新展開、地域資源の加工

業への活用、新規販路の開拓及び拡充などが必要であり、地域産業の構造改善に取り組み

つつ、技術・経営力の向上を目指す必要がある。 

 

 ②その対策 

  農林水産業や観光産業などの地域産業と連携し創業・起業を促進するほか、新たな分野

における企業誘致に努めるとともに、商業・工業の各分野において次の対策を講じる。 

 

 （商 業） 

  ・消費者及び商業者にとって利便性が高く、若者・高齢者・観光客などが気軽に立ち寄

れる魅力ある商店街づくりを推進する。 

  ・地域特性に応じた個性的な商店街づくりを支援する。 

  ・空き店舗等活用促進のための制度を実施する。 

  ・経営改善（合理化・近代化）への支援体制を維持・強化する。 

  ・農業・水産業・観光業との連携による、国内外の生産・販売システムの確立に努める。 

  ・その他、平成25年に施行された「京丹後市商工業総合振興条例」に基づき、商業振興

に資する具体的な施策を積極的に展開する。 

  ・創業・起業を積極的に支援し、新たな働く場を創出する。 
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 （工 業） 

  ・新規操業・新産業創出に関する調査・研究を進めるほか、地域の資源活用、環境分野

の立地促進等の新たな産業おこしを推進する。 

  ・基幹産業である「織物業」や「機械金属業」のブランド力のさらなる向上を図るため、

積極的な新技術・新商品開発や情報発信を推進する。 

  ・ものづくり先進地や他地域の産業集積、市外の企業、大学等との多角間の連携構築を

推進する。 

  ・経営革新、技術開発、商品開発、販路開拓、情報発信などへの積極的なチャレンジや、

地域資源を活用した新たな事業分野への進出、新事業創出に向けた取組みを支援し、

事業者の成長を促進する。 

  ・製造業を中心に、農林水産業、商業、観光業との基幹産業間の連携（農商工観連携）

を推進する。 

  ・既存工業団地の継続した環境維持・整備を図り、雇用の維持・創出を推進する。 

  ・企業技術力の向上や経営力強化、就労支援のための技術研究・研修等をはじめ、市の

未来を担う若者世代への啓発普及により、Ｕ・Ｉターンの促進とものづくり産業等の

人材確保と育成に努める。 

  ・テレワークなどを活用した新しいビジネススタイルの創造により、ＩＣＴ関連企業等

の企業誘致を進め、雇用の創出を推進する。 

  ・新シルク産業の創造にあたり、農業分野を含め関連する産業の集積を促進する。 

  ・2020年（平成32年）に迎える丹後ちりめん創業300年や東京オリンピック・パラリン

ピックに向けた取組み、加えて、平成29年4月の丹後ちりめん回廊の日本遺産認定を

契機として、織物業をはじめとした本市ものづくり産業において、一層の産業振興・

発展を目指す。 

  ・その他、平成25年に施行された「京丹後市商工業総合振興条例」に基づき、工業振興

に資する具体的な施策を積極的に展開する。 

 

 

（６）観光 

 ①現状と問題点 

  本市の観光入込客数は、平成10年の約220万人をピークに減少傾向に転じ、平成24年に

は172万人まで落ち込んだものの、京都府北部5市2町及び京都府と連携の「海の京都」の

取組み、平成27年4月に西日本最大級の道の駅丹後王国「食のみやこ」のリニューアルオ

ープンまた、平成27年7月に京都縦貫自動車道が全線開通し、平成28年10月に山陰近畿自

動車道「京丹後大宮インタ－チェンジ」が供用開始されたことの効果などにより、平成28

年には約219万人まで回復した。 

  近年は観光のスタイルが変わり、従来の団体による大量消費型の旅行は影を潜め、個人

や小グループで、まちなみや地域の暮らし、文化に触れる体験・滞在型旅行、地元ならで

はの観光資源を地域から発信する着地型旅行が好まれるなど、旅行者のニーズはますます

多様化している。これらの潮流を牽引している活動的な中高年層や女性が誘客ターゲット
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として注目されている。 

  本市は、市内全域において、ユネスコ世界認定を受ける山陰海岸ジオパーク、日本遺産

に認定された「丹後ちりめん回廊」などの優れた自然景観、歴史的遺産、伝統芸能など多

くの観光資源に恵まれているが、地域内に点在する観光諸施設を総合的・有機的かつ効率

よく管理運営し、民間資本による施設整備等も含め、これら四季折々の魅力を活用した積

極的な観光事業を展開することが望まれる。また、より多様化する観光客のニーズに応え

るためにも、夏の海水浴、冬のカニだけでなく四季型の観光を目指し、歴史景観の創造や

体験型観光、土産物商品の開発などにより、訪れる人にも住民にも共に喜ばれるような基

盤整備が急がれる。 

  また、近年成長が著しいインバウンド（外国人旅行客の誘致）の取組みなどを中心に、

平成28年に設立された「一般社団法人京都府北部地域連携都市圏振興社（海の京都ＤＭＯ）」

及び「一般社団法人豊岡観光イノベーション（豊岡ＤＭＯ）」など、広域的な連携による

取組みの強化が必要とされている。 

  これらに対応するため、第２次京丹後市総合計画をはじめ、「京丹後市観光立市推進条

例」及び「第2次京丹後市観光振興計画」に基づき、豊かな自然や生産技術などに育まれ

た京丹後の「食」を活用した「美食観光」や日本遺産の「丹後ちりめん回廊」など、ふる

さとの自然、文化、産業を活かした「ほんまもん体験」など、地域の豊富な観光資源をよ

り一層有効に活用するとともに、「山陰海岸ジオパーク」などによる世界的な展開を視野

に入れながら、観光産業を本市の主要産業の一つとして更に発展させ、四季を通じた滞在

型の観光地を目指すことが必要とされている。 

 

 ②その対策 

  ・豊富で質の高い食の魅力を磨き、活用する「美食観光」を推進し、観光誘客による地

域産業の活性化を図る。 

  ・滞在型・四季型観光を進めるため、「海の京都観光圏」の取組みと積極的に連携し、

豊富な地域資源を活かしたほんまもん体験を提供する。 

  ・既存施設を活用し誘客・受入れ体制の整備と合わせ、情報の受発信を積極的に展開す

る。 

  ・ユネスコ世界ジオパークに認定を受けている山陰海岸ジオパークの貴重な地質遺産、

自然環境を保全するとともに活用を推進する。 

  ・海の京都ＤＭＯや豊岡ＤＭＯと連携し、広域かつ効果的なプロモーション及びインバ

ウンドの取組みを強化する。 

  ・観光需要の高まるアジア圏、欧州等をターゲットに外国人旅行客を積極的に誘致する

とともに、受入れ態勢の整備や事業者等の受入れ機運の醸成に努める。 

  ・交通アクセスの向上や特色ある観光資源、施設、イベントなどや、観光客のニーズを

把握し、テーマ・ターゲットを絞り込んだ効果的な情報を発信する。 

  ・海の京都ＤＭＯと京丹後市観光協会（海の京都ＤＭＯ京丹後地域本部）相互の役割と

取組みの方向性を確立し、市観光協会を中心に、観光推進体制の強化を図る。 

  ・日本遺産「300年を紡ぐ絹が織り成す丹後ちりめん回廊」のストーリーや構成文化財

を活用した観光客の誘客促進を図る。 
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  ・自然豊かな観光資源を活かしたスポーツイベントの開催（丹後100㎞ウルトラマラソ

ン、サンセットビーチフェス、ドラゴンカヌー大会など）や2020年東京オリンピック・

パラリンピックのホストタウン等の取組み、2021年関西ワールドマスターズゲームズ

におけるカヌーマラソン競技の開催などにより、本市の魅力を発信するとともに他地

域の人々との交流による「スポーツ観光」の促進を図る。 

 

 

（７）その他 

 ①現状と問題 

  本市には、市民の憩いやスポーツ活動の場として、都市公園をはじめとして各種レクレ

ーション施設が整備されている。今日の生活様式の変化により、地域住民の余暇や健康に

対する要求は更に強くなり、既存の公園等の整備充実に加え、安全で身近に利用できるレ

クレーション施設の整備が必要になっている。 

 

 ②その対策 

  ・公園施設は、美しい自然景観を補完するものであり、四季折々の美しさを楽しむ空間

として、また、住民が身近で手軽に充実した余暇を過ごせる場として整備する。さら

に、人と人とのふれあい、自由学芸などの機能を備えた場所としても整備充実を図る。 

  ・公園等の各種施設は、日常的な維持管理が重要であり、施設整備と併せて適切に管理

できる維持管理体制と利用者のマナーの向上を図る。 

 

 

（８）計画 

 事業計画（平成28年度～32年度） 

１　産業の振興 （１）基盤整備
農　業 パイプハウス整備事業 生産団体

土地改良施設維持管理適正化事業 京丹後市
農業基盤整備事業 京丹後市等

林　業 市行造林事業 京丹後市
（２）漁港施設 漁港施設整備事業 京丹後市等

（３）近代化施設
農　業 農業機械導入整備事業 生産団体
水産業 共同利用施設設置事業 ＪＦ京都

水産基盤ストックマネジメント事業 京丹後市
（４）地場産業の振興
試験研究施設 新シルク産業創造拠点整備事業 京丹後市

（８）観光又はレクリエーション 観光交流施設整備事業 京丹後市
「道の駅」整備事業 京丹後市
都市公園整備事業 京丹後市
古墳公園整備事業 京丹後市

（９）過疎地域自立促進特別事業 地域循環型農業支援事業 京丹後市
水田農業振興推進事業 京丹後市
小規模土地改良事業補助金 自治区等
丹後王国「食のみやこ」支援事業 財団法人

自立促進
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体 備　考
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有害鳥獣捕獲関係事業 京丹後市
有害鳥獣防除対策事業 京丹後市等

猪・鹿肉の特産品化の推進 京丹後市
松くい虫防除事業 京丹後市
森林適正整備推進事業 京丹後市
漁港浚渫改良事業 京丹後市
種苗放流事業 京丹後市等

中間育成事業 京丹後市
京丹後水産物ブランド推進事業 ＪＦ京都
海業推進事業 京丹後市
水産基盤ストックマネジメント計画策定事業 京丹後市
商工会助成事業 商工会
地場産業振興センター運営支援事業 公益法人
商工施設指定管理事業 京丹後市
工業団地の維持管理 京丹後市
商工業支援事業 民間事業者

新シルク産業創造事業 京丹後市
丹後ちりめん創業300年事業実行委員会支援事業 実行委員会

日本遺産『丹後ちりめん回廊』魅力推進事業 京丹後市
京丹後型ワークスタイル創出事業 京丹後市
観光協会支援事業 観光協会
美食観光のまち推進事業 京丹後市
地域活性化イベント支援事業 実行委員会

スポーツのまちづくり推進事業 京丹後市等

海の京都DMO運営支援事業 一社法人
海の京都推進事業 京丹後市
ジオパーク推進事業 京丹後市
観光地域ブランド確立支援事業 京丹後市
観光施設維持補修事業 京丹後市
観光等施設指定管理運営事業 京丹後市
海水浴場開設事業 京丹後市
海浜等施設管理事業 京丹後市
自然公園管理事業 京丹後市
アメニティ久美浜管理運営事業 京丹後市
公園等指定管理運営事業 京丹後市

備　考
自立促進
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体

 

 

（９）公共施設等総合管理計画との整合 

  公共施設等総合管理計画においては、各施設の分野別検討方向を定めており、施設ごと

に移譲、長寿命化への対応、廃止などの方針を定めている。 

  本市では、この方針に基づき適切な取り組みを推進していく。 
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３ 交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進 

（１）方針 

  京都府の北西端で丹後半島に位置する本市の地理的要件は、社会経済的にも大きく影響

しているところであるが、今後はあらゆる部門での振興を図る上で交通網の整備は最優先

で進めていかなければならない。特に本市において国道・府道を始めとした幹線・基幹道

路や市道は、地域経済の振興・発展や住民の生活路線、災害時の緊急輸送、避難道路とし

て欠くことのできない重要な道路であり、整備充実を図らなければならない。 

  道路整備については、だれもが安心して通行できるよう、危険箇所の解消、歩道や交通

安全施設の整備を進め、安全で快適な道づくりに努めるとともに、まちなみや集落の環境

に配慮した美しい道づくりを市民の環境保全活動や緑化活動と連携して進めなければな

らない。また、農道・林道については、経営の安定確保や作業効率の向上を図るため、交

通ネットワークの一部として整備や機能維持を図る必要がある。さらに、積雪時における

道路交通の安全を確保するため、京都府と連携して国・府道及び市道の除雪を行うととも

に、地域住民の協力の下での除雪も促進する。 

  地域住民のくらしに欠かすことのできない生活交通、観光客の交通手段や地域の社会経

済活動を支える公共交通の分野については、運行事業者と連携し、更なる利用促進に取り

組むとともに、魅力的な移動手段の実現や利便性の向上を図り、公共交通空白地の解消に

努める。 

  地域情報インフラについては、「公設民営」方式により超高速大容量の情報通信網の構

築及び管理運営を行い、様々な分野での利活用を推進する。 

  また、人々が地域間を活発に流動することで、地域を支える新たな仕組みを構築するた

め、地域が有する豊かな自然環境や景観を活用して、都市住民との連携・交流を推進する。 

 

 

（２）現状と問題点 

  舞鶴若狭自動車道や京都縦貫自動車道の全線開通、山陰近畿自動車道、北近畿豊岡自動

車道を始めとする広域的な高速交通ネットワークの整備が進められており、京阪神など都

市部への所要時間は１時間30分から２時間30分程度と大幅に短縮されて、観光客も増加し

ている。また、山陰近畿自動車道・京丹後大宮ＩＣにより、京丹後市はようやく全国の高

速道路ネットワークにつながった。 

しかしながら、山陰近畿自動車道は日本海側で唯一の高規格幹線道路網の空白地帯とな

っており、日本海側国土軸として国による全線の早期事業化、（仮称）大宮峰山ＩＣアクセ

ス道路の整備のほか、災害等にそなえ、円滑な避難の確保、他都市からの迅速なバックア

ップ体制を整えるための広域幹線道路の整備が求められる。 

市内の道路網は、国道178号、国道312号、国道482号及び府道が重要な幹線、基幹道路と

なっており、改良は年々進められているが、幅員が狭くカーブもあり、車両の通行に支障

を生じている箇所があり、歩道の未整備区間も多いことから、交通安全上、早期整備が望

まれる。 

  市道も幅員狭小の箇所が数多く、車の離合、乗り入れ等に困難な地区道路もあり、拡幅



22 

改良が必要である。また、通学路の安全確保と市民生活の利便性を高めるため、生活幹線

道路の整備も必要である。これらの道路整備と併せて、交通安全施設の不足と商店街や海

水浴場を中心とした観光地の駐車場の不足が課題となっているほか、農道・林道の整備も

必要とされている。 

  防災面からも、災害時には交通施設に被害が発生することが予想されるため、交通の混

乱防止、多重性を確保するため、バイパス等道路整備の促進を図ることや、さらには、安

全性の確保、管理面から、舗装、橋梁等の道路施設の老朽化対策、降雪時の道路交通確保

が必要とされており、除雪機械や消雪装置の整備など迅速な除雪対策について強い要望が

ある。 

  本市のバス交通は、路線バス10路線及び市営バス9路線を運行し、地域住民の生活交通

手段を確保している。また、平成18年から京丹後市全域で上限を200円とする低額運賃の

バス運行を実施してきた。市内における路線バスの果たす役割は極めて大きく、低額運賃

の運行とあわせてフリー乗降区間の設置やバス停の増設を進め、運行経費の増加を抑制し

ながらも輸送人員は大幅に増加に転じている。 

  しかし、道路が狭隘な中山間地域等の公共交通空白地の解消へ向けた新たな取組みとし

て、デマンドバスの運行、ＥＶ車両を活用した乗合タクシーの運行を開始している。また、

平成28年からは、地元ＮＰＯ法人による自家用車両を活用したマッチング運行（「ささえ

合い交通」）の取組みも展開されている。 

  これらの交通サービスについては、高齢者や高校生等いわゆる交通弱者の生活の足とし

て通院、買い物、通学等に利用されており、交通不便地域においては不可欠なものとなっ

ている。今後は、公共交通空白地の更なる解消や路線の維持確保、地域住民の交通手段の

確保に併せ、観光による地域の賑わいを促すことが望まれているほか、バリアフリー車両

の充実や老朽車両の更新などの課題がある。 

  本市沿線を走る鉄道は、平成27年から上下分離方式を導入し、京都丹後鉄道（旧北近畿

タンゴ鉄道）として民間企業による新たな経営が開始した。将来につないでいく地域鉄道

として、老朽化した設備や車両等の計画的な整備とともに、京都府、兵庫県県及び沿線市

町が連携し、まちづくりと一体となった広域観光振興の取組みが必要である。 

  近年、高齢者が当事者となる交通事故が相次いでおり、公共交通の更なる充実とあわせ、

高齢者が安心して運転免許証を自主返納できるような取組みも求められている。 

  通信関係では、府及び防災関係機関と連携を図り、住民に対し迅速かつ的確に情報を伝

達するため、防災行政無線の戸別受信機を全世帯に整備したが、一部アナログ方式の設備

が残っているため、デジタル方式への更新が急務となっている。また、地域情報化の推進

においては、面積が広い上に人口密集度が低いため、民間主導でのブロードバンドサービ

スが進展しにくい「条件不利地域」に属していることから、市の事業として平成19年度以

降順次、市内全域に光ファイバ網を整備した。これにより、光インターネットや光ＩＰ電

話だけでなく、地上デジタル放送への対応ができ地域に密着した自主放送が流せるケーブ

ルテレビも可能としており、情報通信の地域格差が解消できた。さらに、光ファイバ網を

活用した携帯電話基地局の建設などにより、利用エリアの拡大ができた。一方、市民の光

ファイバ網整備の利用希望に答えるための更なる整備推進や維持管理、また、外国人観光

客を誘客する上で、WiFi環境を整えていく必要がある。このほか、インターネットを活用
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した情報交流の取組みを促進し、豊かな地域資源のネットワーク化を図る必要もある。 

  地域間交流の促進を図るためには、これまでの広域連携事業の取組みを更に発展させ、

都市住民との交流による地域振興を図っていかなければならない。美しい自然に恵まれた

景観や温かい人間性など、地域の魅力を交流活動やイベントを通じて多くの人に知っても

らうことは、住民の自信と活力を呼び戻す契機になり、また、地域間交流事業の拡大は、

住民の新しい発想を引き出すとともに、地域外の人々との連帯により地域発展の新たな可

能性が生まれる契機にもなる。そのため、イベントの開催、人的交流の促進、情報システ

ムを活用した情報の交換促進など、総合的な地域交流施策の展開が必要となっている。 

 

 

（３）その対策 

  ・山陰近畿自動車道の早期整備とアクセス道路の整備促進を要望する。 

  ・国道178号・国道312号・国道482号及び府道の改良整備の促進を要望する。 

  ・国・府道の補完道路や各地区間を結ぶ市道の拡幅改良、生活幹線道路の整備を実施す

るとともに、舗装、橋梁等道路施設の老朽化対策を実施する。 

  ・各産業の振興を図るため、また異業種の有機的な結び付きによる複合的で新たな価値

を創造するために農道・林道等産業振興道路の整備を図る。 

  ・交通安全施設（ガードレール、カーブミラー、区画線等）を整備する。 

  ・冬季間の積雪に対応するための除雪機械を整備する。 

  ・低額で乗車できる路線バス等の維持・拡大に努める。 

  ・路線バスと市営バスの効率的な運行に努め、継続して利用促進を図る。 

  ・老朽化したバス車両の更新の際には高齢者等の利用に配慮したバリアフリー車両の導

入を図る。 

  ・駅舎のリニューアルや地域物産販売など駅及び駅周辺のにぎわいづくりを進め、鉄道

の利用促進を図る。 

  ・民間タクシーとの連携を図り、自由度の高い移動サービスの利用促進を図る。 

  ・鉄道の安全・快適な運行を確保するため、必要な支援を行う。 

  ・高齢者等の公共交通の利用促進を図るため、必要な支援を行う。 

  ・駅、道の駅、観光施設などの観光拠点にWiFi環境を整備する。 

  ・全国各地の人々との交流、世界各地の人々との交流が促進されるための機会づくりと

して、インターネットなどの情報通信網の活用と住民の情報処理能力の向上を推進す

る。 

  ・人・物・情報の交流や流通を促す各種制度・事業の導入により、地域を支援する地域

内外の人の輪づくりを推進し、地域に住む住民と力を合わせまちの活性化に努める。 

  ・都市部等からの移住・交流や定住の促進を図るため、都市部等への情報発信や定住希

望者への相談対応、空き家等の発掘、地域住民との仲介などを行う専門家を配置する。 

  ・都市住民等との交流促進活動に対し支援を図る。 
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（４）計画 

 事業計画（平成28年度～32年度） 

２　交通通信体系の整 （１）市町村道
備、情報化及び地域間 道　路 市道改良事業 京丹後市
交流の促進 市道舗装事業 京丹後市

橋　梁 橋梁改良事業 京丹後市等

橋梁長寿命化事業 京丹後市
（３）林道 林道改良事業 京丹後市

小規模林道整備事業 京丹後市
（５）鉄道施設等
その他 駅舎等整備事業 京丹後市

京都丹後鉄道利用促進対策事業 京都丹後鉄道

（６）電気通信施設等情報化のための施設

防災行政用無線施設 防災行政無線デジタル化事業 京丹後市
その他 WiFiスポット整備事業 京丹後市

ブロードバンドネットワーク整備事業 京丹後市
（７）自動車等
自動車 除雪機械整備事業 京丹後市

市営バス整備事業 京丹後市
（11）過疎地域自立促進特別事業 市道維持管理事業 京丹後市

交通安全施設整備事業（ガードレール、区画線等） 京丹後市
林道維持補修事業 京丹後市
橋梁長寿命化維持補修事業 京丹後市
道路除雪事業 京丹後市
地方バス路線運行維持対策事業 京丹後市等

市営バス運行事業 京丹後市等

EV乗合タクシー運行事業 交通会社
地域情報発信事業 京丹後市等

ブロードバンドネットワーク管理運営事業 京丹後市
京都丹後鉄道利用促進対策事業 京都丹後鉄道

自立促進
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体 備　考

 

 

（５）公共施設等総合管理計画との整合 

  公共施設等総合管理計画においては、各施設の分野別検討方向を定めており、施設ごと

に移譲、長寿命化への対応、廃止などの方針を定めている。 

  本市では、この方針に基づき適切な取り組みを推進していく。 
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４ 生活環境の整備 

（１）方針 

  市民が安全で豊かな生活を送るため、水道、生活排水、ごみ処理施設の安定した運営や

防災体制の強化・充実を図るとともに、市民ニーズに対応した住環境の整備を目指す。 

  水道では、平成31年度から市内を１つの水道事業に経営統合することになっているが、

統合後においても安全な水道水を安定的に給水するには多額の費用を必要とすることか

ら、効率的で安定的な運営を推進する。生活排水では河川等の水質保全や広域的な環境負

荷削減のため、集合処理・個別処理による汚水処理を図り、集合処理施設においては水洗

化率の向上を推進する。 

  家庭や事業所などから排出されるごみ、し尿・浄化槽汚泥の処理については、一般廃棄

物処理等基本計画に基づき、着実に実行する。 

  また、自然エネルギーやバイオマスエネルギー等の新エネルギーを有効に活用する対策

とともに、地産地消型のエネルギー利用、地域循環型のまちづくり及びごみ等の再資源化

利用・減量化を推進するほか、市民及び地域との協働により、海岸、森林、河川等の自然

環境の保全管理を進める。 

  防災については、自主防災組織の育成・強化などにより、日常の防災意識と防災力の維

持強化をより一層進めるとともに、消防団の活動維持強化や消防資機材の計画的な更新・

整備を進める。 

  安全で潤いのある住環境の実現を図るため、子育て世帯や高齢者・障害者に対応する住

宅の整備を促進するほか、市営住宅の集約建替や改修を進め、適正な供給に努めるととも

に、木造住宅の耐震化の促進や空家等の対策に取り組む。 

 

 

（２）水道 

 ①現状と問題点 

  本市の水道事業は、1つの水道事業、25の簡易水道事業、8つの小規模水道事業を管理運

営している。なお、本市の水道施設には、昭和40年代に建設された施設が多くあり、安定

的な給水を確保するためには、老朽施設の更新が必要であるとともに、簡易水道ならでは

の小規模な施設が多く効率的な運営が課題となっている。 

  そのため、上水道ではこれまでに浄水場の改良や水源新設等の事業を実施しており、簡

易水道では簡易水道統合事業による施設更新や連絡管敷設による水融通を進めるととも

に、老朽管の布設替えを実施してきている。 

  今後も引き続き効率的・安定的な給水を行っていくため、施設更新と併せて順次老朽管

の布設替えを実施していく必要がある。 

 

 ②その対策 

  ・上水道と簡易水道の経営統合後においても、安全・安心な水道水を安定して供給でき

るよう、老朽化した施設の更新や耐震化、及び老朽管の布設替を実施する。 

  ・経営統合により可能となる水融通により、施設の休廃止を含めた効率的な水道事業の
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経営に努める。 

 

 

（３）ごみ・し尿処理 

 ①現状と問題点 

  可燃ごみ及び資源ごみの処理は収集業務を民間業者へ委託し、その中間処理については

京丹後市の全区域を対象に京丹後市峰山クリーンセンターで行っている。 

  不燃ごみについては、市内に4つある最終処分場（京丹後市峰山最終処分場、京丹後市

大宮最終処分場、京丹後市網野最終処分場、京丹後市久美浜最終処分場）で処理を行って

いるが、各施設とも建設から相当の年数が経過する中、埋立残余量も年々減少している状

況にある。 

  今後、ごみの発生抑制及び分別排出の徹底など、再資源化に向けた意識の啓発が必要で

あり、循環型社会の形成及び二酸化炭素の排出抑制を進める上でも、再資源化が可能な未

分別ごみの分別排出・処理の体制構築が急がれている。 

  ポイ捨てごみ及び海岸漂着ごみについても、各種ボランティア団体及び観光協会や集落

において、回収活動に取り組んでいるが、抜本的な解決に至ってはいない状況である。 

  また、し尿処理は、市内に3つある衛生センター（京丹後市竹野川衛生センター、京丹

後市網野衛生センター、京丹後市久美浜衛生センター）で処理している。 

 

 ②その対策 

  ・し尿、浄化槽汚泥の処理については、周辺環境に配慮した処理施設運営及び管理体制

の下で適正な処理を継続実施する。 

  ・最終処分場については、今後の安定処理を継続するための新設整備等に向けた取組み

を推進する。 

  ・ごみの減量化の推進、更なる分別排出の徹底をはじめ、不法投棄対策では、「不法投

棄は犯罪である」ことの周知啓発に加え、地域における問題意識の共有と監視力の強

化を図ることで「不法投棄させない環境づくり」を推進する。 

  ・ごみの減量化と資源の循環を目指して、リデュース（発生抑制）、リユース（再使用）、

リサイクル（再生利用）、リフューズ（購入拒否）の４Ｒの理念に基づき市民や事業

者、ＮＰＯ、行政等が連携し、普及・啓発活動に取り組んでいく。 

  ・本市の重要な観光資源である海岸における漂着ごみの回収について、行政及び市民が

一体となって取り組んでいく。 

  ・ポイ捨てや不法投棄に対しては、地元区との協働により周辺域の清掃や草刈などを行

い、「ごみを捨てにくい環境」の整備に努める。 

 

 

（４）生活排水 

 ①現状と問題点 

  生活文化水準の向上、生活様式の多様化に伴い排出される雑排水は、海や河川、農業用

水路等の公共用水域に直接排出されており、農業、漁業、観光等の地場産業にも悪影響を



27 

及ぼしている。 

  一方、生活環境の改善を求める住民の声もますます大きくなり、水質の保全、生活改善

等を目的とした生活排水処理について、市内全域での早期水洗化の整備に加え、老朽化が

著しい処理施設の長寿命化・耐震化による新たな整備を進める必要がある。 

  生活排水処理施設の整備は、快適な住環境を整えるための重要な施策として位置付け、

積極的に推進していく必要があるが、経費の増大による市財政の圧迫や、汚水衛生処理率

の伸び悩みなど新たな問題が生じている。 

 

 ②その対策 

  ・下水道の整備及び維持管理には多額の費用が必要となり、計画的な改修が求められる。

未整備の公共下水道区域や市設置浄化槽区域における早期水洗化、また、老朽施設の

長寿命化や耐震化対策など、引き続き国庫補助金の活用により整備の推進を図る。 

  ・汚水衛生処理率の向上を図るため、住民意識の高揚を図るための普及活動を一層強化

する。 

 

 

（５）防災 

 ①現状と問題点 

  地域の防災体制を充実させるためには、自主防災組織の設置が必要であることから、引

き続き各地域への働きかけを進め、全地域での設置を目標に取り組むことが必要である。 

  山地が多いことからも土砂災害の危険がある区域、また、河川の増水、氾濫等によって

周辺地域の浸水が心配される区域も多い。これらの範囲を示す防災マップを配付している

ことから、その周知と避難の大切さを訴えていく必要がある。昨今の自然災害は、これま

で類を見ないような大型、また急激な災害の発生が危惧されることから、行政と各種機関、

団体さらに地域との連携を強化する必要がある。 

  消防本部にあっては、消防署１か所、分署２か所、分遣所１か所を配置し、広大な市域

を消防団と連携しながら、消火、救急、救助活動などを展開しており、複雑・多様化する

災害に備えて車両、資機材の定期的な更新整備が必要である。 

  また、消防団にあっては、若年層の都市等への人口流出、就業形態の変化に伴い、地域

によっては団員の確保が課題となってきている。さらに、車両をはじめとした消防資機材

の老朽化が進んでおり、機能強化を基本とした整備と配備について市全体のバランスも考

慮しながら、消防力の維持に努める必要がある。加えて、消防団組織再編に伴う統合等に

対応した消防車庫等の整備を引き続き進める必要がある。 

  防火水槽等消防施設の整備については、地域の要望または全市の均衡を考慮し整備に努

めているが、より一層充実した整備が必要である。 

  また、防災上危険な箇所にあっては、パトロールの実施や被害防止のためのハード整備

を府と連携して進め、対応していく必要がある。 

 

 ②その対策 

  ・消防本部と消防団の連携をより密にすることで、それぞれの活動を補い合える体制づ
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くりを強化する。 

  ・消防団にあっては、定員割れの実情を克服するため、勧誘による加入促進を進め、ま

た、職場の理解と協力を得るため、消防団協力事業所の拡充を進める。 

  ・防災リーダーの養成、自主防災組織間の連携を進めるとともに、自主防災組織未設置

の地域に対しては、積極的な設置支援を進める。 

  ・消火栓や防火水槽等、初期消火に欠かせない消防施設の整備を引き続き進める。 

  ・災害危険箇所の定期的なパトロールを実施するとともに、危険区域にある世帯につい

ては、避難行動の大切さを周知する。 

  ・日頃からの防災意識を高めるためにも、防災訓練への参加を呼びかけるとともに、地

域の活動として実施することを支援する。 

  ・土砂災害や浸水対策のためのハード整備を進めるため京都府への要望を強め、連携を

進める。 

  ・内水処理対策事業により浸水被害の防止を図る。 

  ・夜間における避難路等の安全性の確保を図る。（防犯灯の整備等） 

 

 

（６）住環境 

 ①現状と問題点 

  少子高齢化が進行するなか、市営住宅への入居倍率が2.9倍ありそのうち子育て世帯の

申込が62.5％を占めている。子育て世帯の定着するまちや誰もが安心して暮せるまちにす

るためには、子育て世帯や高齢者・障害者に対する住宅環境整備や、子育て世帯に、市営

住宅への入居機会を拡大することが必要である。 

  近年、全国的に地域を問わず地震が発生するなか、地震発生時に倒壊の可能性が高い旧

耐震基準で建てられた木造住宅（耐震改修されたものを除く）が37.9％を占めており、災

害に強いまちづくりには、住宅の耐震化の更なる促進が必要である。 

  空家が増加するなか、老朽化した空家が地域住民の生活環境を悪化させることから、「京

丹後市空家等対策計画」に基づく、空家の活用、危険な空家への措置などの総合的な取組

みが必要である。 

 

 ②その対策 

  ・福祉施設との連携を図り子育て世帯や高齢者・障害者に対応する住宅の整備を促進す

る。 

  ・老朽化した市営住宅の建替や子育て世帯の入居機会の拡大に取り組む。 

  ・既存の住宅を、耐震化、省エネ化、バリアフリー化など、安全で質の高い住宅への更

新をする。 

  ・空家等がもたらす問題の解消に向け、関係機関等と連携し増加の制御、活用、措置等

総合的に取り組む。 
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（７）その他の環境保全 

 ①現状と課題 

  自然環境においては、近畿有数の天然ブナ林や天然記念物及び名勝に指定される鳴り砂

の浜「琴引浜」等、市内の海岸部・山林部の大部分が国立公園もしくは国定公園に指定さ

れ、保全・保護すべき地域の自然環境を有する一方、投棄ごみ及び漂着ごみの増加、手が

行き届かない等の理由による荒廃の進行が見られることから、豊かな自然環境との共生と

次世代への継承が課題としてあげられる。 

また、地球環境保全対策としての地域施策にあっては、再生可能エネルギーの導入の促

進、有機系未利用資源の再資源化・農業利用等による循環型地域社会の形成に向けた取組

み、省エネルギー・省資源消費等温室効果ガスの排出抑制対策をそれぞれ進めつつ、市民

ひとりひとりが地域の持続可能性を考え、地球環境に配慮した取組みを選択していく、こ

のような地域づくりが求められている。 

 

 ②その対策 

  ・地域資源の自然的保全と社会的活用を推進する環境共生推進事業の実施 

  ・地産地消型の自然エネルギー・バイオマスエネルギーの利用及び導入促進 

  ・有機系未利用資源の再資源化利用と循環型社会の形成対策 

  ・ごみの減量化、省エネルギー、省資源消費を目的とした環境配慮型選択の推進 

  ・環境施策の分野横断的普及対策の実施（産業、教育、文化、各分野） 

 

 

（８）計画 

 事業計画（平成28年度～32年度） 

３　生活環境の整備 （１）水道施設
簡易水道 久美浜東部簡易水道 京丹後市

久美浜西部簡易水道 京丹後市
簡易水道施設改良工事 京丹後市

（２）下水処理施設
公共下水道 公共下水道施設整備事業 京丹後市
農業集落排水施設 集落排水施設整備事業 京丹後市
その他 浄化槽整備事業（浄化槽市町村整備推進事業） 京丹後市

（３）廃棄物処理施設
ごみ処理施設 クリーンセンター施設整備等事業 京丹後市

最終処分場建設事業 京丹後市
し尿処理施設 し尿収集車整備事業 京丹後市

（５）消防施設 消防団拠点施設整備事業 京丹後市
消防自動車整備事業 京丹後市
消火栓整備事業 京丹後市
耐震性貯水槽（防火水槽）整備事業 京丹後市
消防指令車整備事業 京丹後市
救急自動車整備事業 京丹後市

（７）過疎地域自立促進特別事業 海岸漂着ごみ回収処理事業 京丹後市
資源循環推進事業 京丹後市
地球温暖化防止対策事業 京丹後市
新エネルギー対策推進事業 京丹後市等

自立促進
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体 備　考
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クリーンセンター管理運営事業 京丹後市
最終処分場管理運営事業 京丹後市
衛生センター管理運営事業 京丹後市
火葬場管理運営事業 京丹後市
防犯灯設置事業 京丹後市
河川維持補修事業 京丹後市
都市下水路等維持管理事業 京丹後市
市営住宅維持管理事業 京丹後市
空家等対策事業 京丹後市

（８）その他 内水対策処理事業 京丹後市
急傾斜対策整備事業（負担金） 京都府
住宅・建築物耐震改修等事業 京丹後市等

自立促進
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体 備　考

 

 

（９）公共施設等総合管理計画との整合 

  公共施設等総合管理計画においては、各施設の分野別検討方向を定めており、施設ごと

に移譲、長寿命化への対応、廃止などの方針を定めている。 

  本市では、この方針に基づき適切な取り組みを推進していく。 
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５ 高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進 

（１）方針 

  本市は、百歳以上の高齢者が人口比率で全国平均の約３倍となっている「長寿のまち」

であり、高齢者が生きがいのある生活を営めるよう、積極的な社会活動への参加や、就労、

地域活動、生涯学習などの多様な活動機会の充実を促進するほか、介護予防や健康づくり

を推進する。 

  また、若年層の定住を促進するため、就労と子育てを両立させることができる環境を整

備することが重要であり、保育サービスや保育所機能充実など、子育て支援の充実を推進

する。さらに、ノーマライゼーションの考え方を浸透させ、障害者の自立と社会参画を促

進する。 

  以上のように、地域福祉を推進するため、高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉など、各

分野における地域包括ケアシステムを構築する必要がある。 

  住み慣れた地域の中で、誰もがいつまでも安心・安全、健康で輝き続け、共に生き、支

え合い、助け合う社会づくりを具現化し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつなが

ることで「地域力」を強化し、市民ひとりひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っ

ていく地域共生社会の実現を目指す。 

 

 

（２）高齢者の保健・福祉 

 ①現状と問題点 

  平成27年国勢調査の高齢化率は、35.3％で全国の高齢化率26.6％に比べて8.7％高く、

高齢化が著しく進んでいる。高齢者がそれぞれの健康状態やライフスタイル等に応じて、

いきいきと社会活動に参加でき、安心・安全に地域社会で生活を送れるように支援するこ

とが重要であり、保健・医療・福祉の連携システムの確立が重要である。 

  今後ますます高齢化が進行することが予測され、高齢者が住み慣れた地域で安心して生

活できるよう、介護サービス基盤の整備、福祉サービスの提供等による高齢者の自立支援、

壮年期からの生活習慣病予防・健康づくり対策、虚弱・認知症高齢者対策の推進等保健福

祉サービスの拡充が求められている。 

  介護保険施設として、特別養護老人ホームや高齢者グループホーム、小規模多機能型施

設等の整備を図ってきたが、生活支援を要する高齢者が居住できる施設として、軽費老人

ホームやサービス付き高齢者向け住宅等の整備についても前向きな検討が必要である。 

  高齢者が要介護状態となっても、住み慣れた地域で生活することができるように、介護

保険サービスの利用と同時に、配食・外出支援などの生活支援サービスの提供と、機能訓

練、訪問指導などの高齢者サービスを総合的に展開していくことが大切である。 

  また、要支援者や自立に不安のある高齢者などが要介護状態に陥ったり、その状態が悪

化したりすることがないよう支援するため、保健・医療・福祉が一体となった介護予防対

策を推進することが重要である。 
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 ②その対策 

  ・「京丹後市高齢者保健福祉計画」で基本目標とされている生涯現役で過ごすことがで

きる元気づくりの推進、身近な地域でいきいきと暮らせる地域包括ケア体制の構築、

高齢者の尊厳を保持し安心・安全を守るための仕組みや支援の充実、持続可能な介護

保険制度の構築を促進する。 

  ・地域でレクリエーションを楽しめる場や仲間づくりの機会拡充に努めるなど、社会参

画の積極的な推進を図る。 

  ・可能な限り自立した生活を送ることができるよう、様々な介護サービスや配食サービ

ス等を適切に提供し、併せて家族の負担軽減を図る。 

  ・高齢者が安全で快適に社会参加を果たせる環境を整備するため、公共空間や交通機関

などにおけるバリアフリー化を推進する。 

  ・生活機能の低下を防ぐため、運動機能向上のための運動教室への早期参加を奨励する。 

  ・各旧町単位で設定されているそれぞれの生活圏域の状況を踏まえ、小規模多機能型施

設をはじめとする地域密着型施設の整備を図るなど、各圏域の状況にあった施設整備

を推進する。 

  ・地域包括支援センターの機能強化を行い、多様化する相談・支援体制の充実を図る。 

  ・介護保険サービスの量、質両面での基盤充実を計画的に推進する。 

  ・保健師の家庭訪問により、健康に関する保健指導を行い、心身機能の低下防止と健康

の保持増進を図る。 

 

 

（３）その他福祉 

 ①現状と問題点 

  ア．障害者福祉 

   近年の障害者手帳の所持者は4,300人～4,500人台で推移している。障害福祉サービス

にかかる給付費は年々増加し、障害の重度化・重複化もみられる。近年、特にニーズが

高いのは短期入所、就労継続支援、児童発達支援、放課後等デイサービスとなっている。

また、将来を見据え、グループホームの利用意向のニーズもある状況である。 

   障害のあるなしにかかわらず互いに人格と個性を尊重し合いながら共生社会の実現

を目指すため、障害者理解の推進を図るとともに、施設サービス、在宅サービスの一層

の充実を図る必要がある。障害福祉サービスの提供にあたっては、保健・医療・福祉の

連携を図りながら、細やかなケアマネジメントを行い、障害特性に応じたサービス提供

をしていくことが重要である。 

   近年ニーズが高い短期入所、グループホーム等計画的整備と社会復帰、社会参加、権

利擁護、就業機会の確保等に取り組み、障害者が安心して地域で暮らすことができ、活

躍できる環境づくりを進めていくことが必要である。 

 

  イ．ひとり親家庭等福祉 

   ひとり親家庭等は、仕事と子育ての両方の役割をひとりで担っており、経済的な負担

も大きい。ひとり親家庭が自立し、安心して子育てができる環境と経済的な安定を図る
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ため、設けられている各種制度について周知を図り、経済的自立のために就業支援のみ

ならず、子育てや生活支援、相談支援等が必要である。 

 

  ウ．児童福祉 

   児童福祉については保育施設は完備しているものの、女性の社会参加・雇用機会の増

大等による女性の就業者の増加等にかんがみ、延長保育等の要望の多い中でその対応に

努めているところである。 

   今後は育児相談など社会変化に伴うニーズの多様化に対応していく必要があり、幼児

保育の取組み等保育の一層の充実や安全で安心な保育施設の整備及び遠隔の保育所へ

の通所手段の確保が望まれている。 

   また、少子化が人口減少の一因になっていることから、子育て支援の環境整備は重要

な課題となっている。核家族化の進行などに伴う家庭における子育て力や地域の子育て

機能の低下、厳しい経済状況の中で、子育て家庭が抱えている不安感や負担感が増大し

ているなどの状況を踏まえ、社会全体で子育て家庭への支援に取り組むことが必要であ

る。さらに子育てに関する相談や保育所入所前の子供とその保護者を対象とした交流活

動の拠点「子育て支援センター」の活動の充実や増設も課題である。 

   なお、当地域の合計特殊出生率は比較的高位にあるものの、低下していくことも予想

されるため、子育て環境の整備も課題である。 

 

 ②その対策 

  ア．障害者福祉 

    ・障害者総合支援法の下、身体・知的・精神の障害種別を問わず、障害のある人が

自立した社会生活を送ることができるよう、必要な障害福祉サービスが受けられ

る体制や基盤の一層の整備推進を図る。 

    ・ニーズの高いグループホーム、短期入所等の整備拡充を計画的に推進していく。 

    ・地域生活を支援するため、日中活動の充実や、社会参加の促進を図る。 

    ・切れ目なく包括的支援を行っていくため、保健・福祉・医療・教育・就労等関係

機関との一層の連携を図っていく。 

    ・あらゆる機会に障害福祉に関する情報を発信し、障害者理解の推進に取り組むこ

とにより、バリアフリーの環境づくりを推進していく。 

 

  イ．ひとり親家庭等福祉 

    ・ひとり親家庭等に対し、安定した生活を送れるよう経済的支援や関係機関と連携

して就業支援を推進する。様々な課題に対して、きめ細かな対応ができるよう、

各種支援制度の情報提供、相談体制の充実を図り、育児支援、相談支援を行うこ

とにより、生活の安定と向上を図り自立を促進する。 

 

  ウ．児童福祉 

    ・延長保育・低年齢児保育等多様な保育ニーズに対応するため、民営化及び幼保一

体化施設の機能的な運営による保育体制の充実を図る。 



34 

    ・子育て世代の就労支援のため、放課後児童クラブの運営充実を図る。 

    ・通所バスの整備・運行により、遠隔の保育所への通所手段の確保を図る。 

    ・総合相談窓口として、平成28年度に設置した子育て世代包括支援センターを核に、

妊娠・出産・子育てまで切れ目のない支援を行う。 

 

 

（４）計画 

 事業計画（平成28年度～32年度） 

（３）児童福祉施設
保育所 送迎バス整備事業 京丹後市

保育所空調設備改修事業 京丹後市
児童福祉施設整備事業（公立保育所整備事業）京丹後市

（４）認定こども園 児童福祉施設整備事業（公立保育所整備事業）京丹後市
（８）過疎地域自立促進特別事業 食の自立支援事業（配食サービス） 京丹後市

福祉有償運送運営助成 福祉法人
敬老祝い事業 自治区等
福祉施設建設資金償還助成事業 福祉法人
福祉施設等指定管理運営事業 京丹後市
社会福祉協議会活動助成事業 福祉法人
シルバー人材センター運営助成事業 公社法人
老人保健施設運営事業 京丹後市
総合健診事業 京丹後市
障害者施設製品販売支援事業 障害者団体

子ども医療事業 京丹後市
放課後児童クラブ運営事業 京丹後市
放課後児童クラブ送迎車両運行事業 京丹後市
私立保育所運営支援事業 私立保育所

給食調理業務 京丹後市
保育所送迎車両運行業務 京丹後市

４　高齢者等の保健及
び福祉の向上及び増
進

 

 

（５）公共施設等総合管理計画との整合 

  公共施設等総合管理計画においては、各施設の分野別検討方向を定めており、施設ごと

に移譲、長寿命化への対応、廃止などの方針を定めている。 

  本市では、この方針に基づき適切な取り組みを推進していく。 
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６ 医療の確保 

（１）方針 

  将来にわたり市民生活を安心・安全なものとするために、国・府や医療関係者に協力を

求め、医療拠点や医療従事者の確保、救急医療の充実を図る。 

  また、高齢化が進む中、救急業務への期待が高まっており、加えて小児の急病や脳疾患、

精神疾患の救急に十分対応できる専門的な医療機関がないことなどからも、広域的な高度

救急医療の体制整備が必要となっている。市立の医療機関と民間の医療機関の連携はもと

より、行政、医師会、歯科医師会、薬剤師会、消防、福祉施設等の関係機関と密接な地域

連携を図り、保健・医療・福祉の一体的なサービス提供体制の確立を目指す。 

 

 

（２）現状と問題点 

  医療施設やベッド数は高齢化による医療ニーズが増加する中、医科・歯科ともに全国や

京都府平均水準を下回っている上、地域によっては身近なかかりつけ医の不足や公共交通

機関の不便さなど、医療供給体制に大きな課題を抱えている。 

  高齢化の進展や住民の健康に対する関心の高まりから、病院機能の充実による地域医療

の向上が望まれている。このような中で、安心して暮らせるまちづくりの拠点として、ま

た、地域の活性化に役立つ中核的な医療機関として、今後は２次医療の需要に対して適切

なサービスの提供が求められているほか、救命救急体制の整備を進める必要がある。 

  今後更に高齢化が進むとともに、生活様式が複雑多様化する中では、住民個々の健康管

理、健康づくり意識の高揚を図ることが重要である。 

  市内の医療機関は、市立病院 2施設、市直営診療所 6施設、民間病院 2施設、民間診療

所 15 施設があり、歯科診療は、市立病院 2 施設、民間病院 1 施設と市立診療所 1 施設、

民間診療所 19施設がある。病床数は 4病院と診療所を合わせ 843床。 

  市立弥栄病院は、一般病床 152 床、療養病床 48 床、診療科 19 科、市立久美浜病院は、

一般病床 110床、療養病床 60床、診療科 14科で診療し、両病院とも救急告示病院として

救急・休日診療業務を行っており、一般病床と療養病床との機能分担を行い、病状に応じ

た適切な医療・介護サービスの提供に努める必要がある。 

  市立診療所は、「大宮診療所」、「間人診療所」、「宇川診療所」、「五十河診療所」「野間診

療所」「佐濃診療所」がある。小児医療体制、医療設備の整備等安心・安全な医療基盤を

築くことを基本に、医療体制や人材確保の取組みが急務であり、加えて診療所及び附帯施

設の整備、高度医療ニーズに対応した医療機器等の設備の充実が求められている。 

  また、地域包括医療・ケアシステムの構築に向けて、高齢化に対応した在宅医療・介護

提供体制を確保するための事業展開が必要とされている。 

 

 

（３）その対策 

  ・住民が生涯健康で生活するため、「自分の健康は自分で守る」という健康管理意識の

高揚を図り、年齢やライフステージに応じた健康づくりを進める。 
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  ・保健センターを核とした疾病予防体制の強化、日常の健康意識の向上により各種検診

の受診率を高めるなど、疾病の早期発見、早期治療に努め、適切な治療から社会復帰

まで保健・医療・福祉が連携した支援システムを構築する。 

  ・医療体制の整備は生活の基盤となるものであり、高齢化社会の到来と多様化する医療

ニーズに対応するため、市立病院・診療所と民間の病院・診療所との連携を密にし、

医療体制の整備を図る。 

  ・広域的な高度救急医療の体制を整備するため、通年利用可能な救急用へリポートの確

保を進め、関係機関との連携強化に努める。 

  ・地域医療の拠点として、より良質な医療の確保を図るとともに患者サービスの向上に

努める。 

  ・奨学金制度により医師、看護師及び助産師の養成を図る。 

 

 

（４）計画 

 事業計画（平成28年度～32年度） 

５　医療の確保 （１）診療施設
病　院 医療機器等整備事業 京丹後市

訪問診療等車両整備事業 京丹後市
病院施設整備 京丹後市

診療所 医療機器等整備事業 京丹後市
訪問診療等車両整備事業 京丹後市
診療所施設整備 京丹後市

（３）過疎地域自立促進特別事業 医療確保奨学金貸与事業（医師・看護師） 京丹後市
医療機器等リース・維持管理 京丹後市
診療所自動車運転業務 京丹後市
診療所指定管理運営事業 京丹後市

備　考
自立促進
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体

 

 

（５）公共施設等総合管理計画との整合 

  公共施設等総合管理計画においては、各施設の分野別検討方向を定めており、施設ごと

に移譲、長寿命化への対応、廃止などの方針を定めている。 

  本市では、この方針に基づき適切な取り組みを推進していく。 
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７ 教育の振興 

（１）方針 

  平成27年3月に策定した京丹後市教育振興計画に基づき、10年間を見通した小中一貫教

育の推進を図る中で、「心豊かにたくましく 幸福な未来を切り拓く力」の育成を図る教

育の充実を図る。学校関連施設においては、老朽化対策及び空調設備整備を進めるなど、

安心・安全で快適な教育環境の充実を図る。 

  また、市民ひとりひとりが、生涯にわたって様々な学習活動が行えるよう、多様なニー

ズに応じた生涯学習も推進するほか、社会体育・スポーツ、人権教育・障害者教育等の取

組みを推進し、より快適な生活環境を推進することで、「ふるさとへの愛着と誇りを持ち、

新しい価値を創りだす力」を育む教育の振興を図る。 

 

 

（２）学校教育 

 ①現状と問題点 

  本市の教育施設は、幼稚園６園、小学校19校、中学校６校のほか府立高等学校３校、分

校２校がある。義務教育における児童・生徒数は、平成29年で小学校が2,609人、中学校

が1,526人、計4,135人で、昭和58年の11,098人と比べると約４割に減少している。 

  社会環境が急速に変化する中で、グローバル社会を生き抜くため、自分自身の考えによ

り、多様なジャンルへの学びを深め、どんな課題にも対応できる力を持った人づくりが求

められている。今後は、確かな学力、豊かな心、健やかな体の調和を重視する「生きる力」

をはぐくむ学校教育を小中一貫教育の重要な手法として推進していくことにしている。 

  また、学校関連施設の中には、施設を整備してから相当年数が経過し老朽化が進行して

いるものもあることから、児童・生徒の安全性に影響を及ぼす恐れがあるほか、空調化整

備を推進することで教育環境整備を進めている。同時に地域コミュニティの維持・存続を

図る上で、中核的施設として学校施設の役割に着目した取組みも重要であり、再配置によ

り閉校となった学校施設について、地域への愛着を育んできた貴重な地域資源として有効

活用することも課題となる。 

  さらに、遠距離通学者には通学バス、通学補助などの対策を行っているが、児童・生徒

の交通マナーの向上を図ることはもとより、社会全体の交通ルールの徹底とともに、通学

路の整備が求められている。 

 

 ②その対策 

  ・施設の老朽化対策をはじめ普通教室等の空調化及びトイレの洋式化等の施設整備を行

う。 

  ・学校の再配置に伴い、学校施設の必要な改修、スクールバスの配備や通学路の整備、

スクールサポーターの配置など、児童・生徒の教育環境の充実を図る。 

  ・情報教育の推進のためＩＣＴ機器の拡充を図る。 

  ・家庭・学校・地域社会の連携により豊かな人間性と郷土を愛する心と併せて情報化・

国際化に対応できる児童・生徒を育て、更に豊かな知力・体力・情操を育てるために
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特色ある学校づくりを行う。 

  ・次代を担う子供を育てるために家庭、地域、学校が連携し、地域が一体となった育成

の取組みを進める。 

  ・再配置により用途廃止となった旧学校施設の有効利用を図る。 

 

 

（３）生涯学習 

 ①現状と問題点 

  地域公民館や地区公民館などを拠点に、各種団体がそれぞれ多彩な活動を行っている。

しかし、施設的には生涯学習の拠点となる地域公民館などの施設整備の遅れや全市的な生

涯学習推進体制の確立及び充実が課題となっているほか、住民個々の学習要望を満たす図

書館活動の整備充実も重要な課題である。 

  一方、経済の発展による急速な技術革新や情報化への対応、また、高齢化社会への対応

として学習機会の充実が必要になってきている。さらに、自発的意思で生涯学び続ける心

を育て、積極的にまちづくりに参加をしていくための生涯学習の推進が求められる。 

  また、行政、学校教育、社会教育が一体となって人権問題の解決を目指して教育の実践

を積み重ね、住民の意識の高揚と相互の協力に大きな前進を見せている。しかし、このよ

うな教育効果が現れる一方、学習参加者の固定化が見られ、全く学習機会を持たない人も

あるなど、住民全体の取組みとなっていない状況もある。 

 

 ②その対策 

  ・豊かな心と生きがいを育み、充実した人生を送ることができるよう、生涯教育の推進

に努める。このため、あらゆる世代、様々な生活領域において求められる幅広い多様

な住民の学習需要・要望に対し、住民が自由に選択し、主体的に学ぶことのできる学

習機会の充実、学習情報の提供、学習グループの支援などに努め、学習施設の整備と

合わせて生涯学習体制の確立に努める。 

  ・各地区公民館においては、その地域性に根ざした特色ある事業を展開する。 

  ・人間の尊厳と自由、平等を守り、基本的人権の尊重を住民一人一人が正しく理解でき

るよう、人権意識の高揚を図る。 

  ・すべての人々が生きがいに満ちて活動できる社会の形成を目指すため、あらゆる機会

を通じて啓発活動を推進し、差別のないまちづくりを推進する。 

 

 

（４）社会体育・スポーツ 

 ①現状と問題点 

  住民の健全な心と体の育成を図ることを目的に体育協会、各地区公民館、スポーツ推進

委員、各種スポーツサークルなどにより、スポーツ、レクリエーションの普及・振興が図

られている。 

  市民が、心身ともに健康で豊かな日常生活を送るために、日頃からスポーツに親しむこ

とは重要な要素である。このため、市民が身近な地域でスポーツに親しむことができる機
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会の充実を図るとともに、推進種目としている、ノルディック・ウォーキングの普及に努

めている。 

  社会体育施設は、市民のスポーツ活動を進める拠点である。このため、利用者の利便性

の向上を図り、施設の利用を促進する。あわせて、施設の老朽化が進む中で、今後も継続

して市民が安全・快適に利用できるよう計画的な施設・設備の更新等が必要である。 

  健康に対する関心の高まりや自己の実現を求める住民の要求に対応した生涯スポーツ

としての社会体育・スポーツ振興を図るため、身近で利用しやすい施設の整備とともに指

導体制の確立が求められる。 

 

 ②その対策 

  ・いつでもだれもが気軽に楽しむことができるスポーツ・レクリエーションの活動を推

進する。 

  ・運動公園、グラウンド、ゲートボール場などの社会体育施設の充実を図り、健康づく

りとスポーツをより身近にし、楽しい暮らしを築くためのスポーツ環境整備に努める。 

  ・スポーツ団体、指導者の育成を図り、競技力の向上と生涯スポーツの推進を図る。 

  ・各学校の体育館の設備充実を図り、地域コミュニティの拠点の一つとして市民への学

校体育施設の開放を促進する。 

 

 

（５）計画 

 事業計画（平成28年度～32年度） 

６　教育の振興 （１）学校教育関連施設
校　舎 学校施設空調設備整備 京丹後市

学校施設整備事業 京丹後市
スクールバス・ボート スクールバス整備事業 京丹後市
給食施設 学校給食施設整備事業 京丹後市

（３）集会施設、体育施設等
公民館 公民館改修事業 京丹後市
図書館 図書館整備事業 京丹後市
体育施設 社会体育施設改修事業 京丹後市

（４）過疎地域自立促進特別事業 スクールバス運行事業 京丹後市
学校情報化推進事業 京丹後市
スクールサポーター等設置事業 京丹後市
学校給食管理運営事業 京丹後市
地域コーディネーター設置事業 京丹後市
地区公民館活動事業 地区公民館

地域スポーツ推進事業 京丹後市等

社会体育団体育成事業 各種団体
社会体育施設管理運営事業 京丹後市

備　考
自立促進
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体

 

 

 

（６）公共施設等総合管理計画との整合 

  公共施設等総合管理計画においては、各施設の分野別検討方向を定めており、施設ごと

に移譲、長寿命化への対応、廃止などの方針を定めている。 

  本市では、この方針に基づき適切な取り組みを推進していく。 
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８ 地域文化の振興等 

（１）方針 

  かつていわゆる「丹後王国」として栄えた本市には、日本海側屈指の史跡群や貴重な出

土品があり、建造物や工芸品など歴史文化遺産や、学術上価値が高い自然遺産も多く存在

し、国指定史跡名勝天然記念物が７件（峰山町１件、網野町３件、丹後町２件、久美浜町

１件）を始め、府指定文化財、市指定文化財が数多く存在している。市が所有する出土遺

品や民俗・歴史資料などの文化財は、丹後古代の里資料館などで収蔵・展示、整理・保管

されている。 

  これらの貴重な遺産を後世に継承し、学習と教育の両面から地域の活性化などまちづく

りに活かすために、情報提供拠点としての既存資料館の機能拡充や普及のための人材育成

機会の充実を図るとともに、郷土史研究家等による任意団体や地区等が行う市民活動との

連携及び各団体とのネットワークを構築し、歴史文化に関する情報提供体制の充実を図る。

また、こうした地域文化は、地域の郷土意識等を醸成し、活力とうるおいのある地域づく

りを進める上で重要な要素であることから、継承・発展のための取組みを進める。 

 

 

（２）現状と問題点 

  本市には、史跡・遺跡などが各所に点在している。また、神事・祭事など伝統芸能の無

形民俗文化財、歴史的及び美術的価値の高い工芸品・彫刻・絵画などの資料、豊富な自然

環境を残す天然記念物がある。これらを保護すると同時に歴史・環境を考える資料として、

また、新たな観光資源としての整備・活用を図ることが求められている。 

  市では歴史文化の継承と普及活動、観光とも連携できる拠点として３か所に施設を設置

している。丹後町の丹後古代の里資料館においては、市内の考古資料・美術工芸品の収蔵・

展示、網野町の網野郷土資料館では民俗資料・古文書・典籍類を中心に収蔵・展示してお

り、さらに京丹後市鳴き砂文化館においては自然・環境保護の啓発を図る等、「ふるさと

の歴史・文化｣をつなぐ学習機関として、展示・歴史講座などを中心とした各種事業を展

開し、住民のアイデンティティの形成を図っている。一方で施設の老朽化が進んでおり、

修繕や移設など、早急な対応も必要となっている。 

  さらに市内では伝統民俗芸能が各地において伝承されており、近隣市町の中でもその多

様性を含めて歴史的に貴重な文化財に恵まれた地域と言える。 

  多様な文化活動や伝承文化は、コミュニティ意識の向上や地域づくりにおいて重要な役

割を果たすことから、これらの保存・継承・活用が重要となる。今日まで引き継がれてき

た有形・無形の文化財を保護し、継承していくため、保全活用できる施設の整備、文化財

に親しむ機会の増加が必要である。 

  また、近年、陶芸、薪能、郷土太鼓などが取り組まれるようになり、芸術に対する関心

は高まりつつある。このため、文化団体、各種サークルの育成と援助を図る必要がある。 
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（３）その対策 

  ・古代の里資料館及び古代の里園地の整備充実、老朽化した網野郷土資料館の移転を図

る。 

  ・各種文化財の保護整備を実施し、歴史や環境を考えるための教材及び新たな観光資源

として活用を図る。 

  ・現在埋もれている地域の祭り・伝統行事などの郷土芸能の掘り起こしにより、地域文

化の継承に努める。 

  ・自然、文化財、伝統芸能などの魅力ある資源の整備、活用を積極的に推進するととも

に、景観づくりや商品開発により、固有のイメージの創出を図る。 

  ・住民の主体的な文化活動が展開されるよう、幅広い文化環境の整備を図る。このため、

住民自ら文化の創造に参加できるような機会づくりを進めるとともに、音楽、演劇活

動、講演活動などの各種文化活動を通じた地域間の文化交流を促進する。 

  ・私たちの住むまちの歴史、文化、自然などを理解し、魅力を再認識することにより、

まちのイメージを自らが描き、郷土に対する誇りや愛着を育む学習活動の充実を図る。 

 

 

（４）計画 

 事業計画(平成28年度～32年度) 

（１）地域文化振興施設等
地域文化振興施設 古代の里資料館改修工事 京丹後市

（２）過疎地域自立促進特別事業 古代の里資料館運営事業 京丹後市
網野郷土資料館管理運営事業 京丹後市
資料館等指定管理運営事業 京丹後市
芸術文化事業 財団法人等

備　考
自立促進
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体

７　地域文化の振興等

 

 

（５）公共施設等総合管理計画との整合 

  公共施設等総合管理計画においては、各施設の分野別検討方向を定めており、施設ごと

に移譲、長寿命化への対応、廃止などの方針を定めている。 

  本市では、この方針に基づき適切な取り組みを推進していく。 
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９ 集落の整備 

（１）方針 

  集落を取り巻く状況は厳しく、集落自治機能の低下や耕作放棄地の増大、森林の荒廃な

どが課題となっている。集落が今後とも維持されるために、これらの課題解決に向けて集

落等が自主的・自発的に行う活動を支援する。その際、地域の実情や住民ニーズを把握す

るという観点からも、人的支援の制度を活用しながら、持続可能な地域づくりのための新

たな仕組みとして、小規模多機能自治などを検討する。 

  また、田舎暮らしを希望する都市住民等のＵＪＩターンを積極的に推進するなど、定住

人口の増加施策を推進することとし、地域資源を最大限活用して、地域の活性化、絆の再

生を図り、「地域に自給力と創富力（富を生み出す力）」を高めることができるモデルと

なる取組みを構築する。 

 

 

（２）現状と問題点 

  本市には225の集落がある。 

  人口の減少により集落自治機能が低下し、存続すら危ぶまれる集落がある中で、各集落

とも独自の文化・歴史など地域資源を活用しつつ村おこし事業が取り組まれている。 

  集落はそこに住む人々が「この村に生まれて良かった」「今後も住み続けたい」と思う

ような、共存社会を創り上げることが不可欠の条件であり、そこに住む人々が自立し、い

きいきとした共同体活動が求められている。 

集落自治機能を回復するためには、働く場の確保と併せて生活環境の整備も促進し、集

落への定住者を増やすことが急務となっている。また、住環境の整備に向けて空き家等既

存ストックの活用が求められている。 

また、地域の抱える課題の解決に困難さが増す中で、コミュニティの連携強化、集落運

営における人材確保の支援が一層求められている。 

 

 

（３）その対策 

  ・コミュニティ施設、道路整備等の生活環境の整備を推進するとともに、産業振興等の

経済基盤の充実を図る。 

  ・人材の発掘等地域リーダーの育成を図る。 

  ・集落活動の活性化や地域コミュニティの再生を図るため、集落等が行う地域づくり活

動に対し必要な支援を講じる。 

  ・集落の運営をサポートする地域にぎわい創り推進員を配置するなどの人的支援を行い、

集落の維持・活性化の取組みを推進する。 

  ・地域の担い手やリーダーが不足し、相互扶助等伝統的な集落機能の維持が困難な場合

等には、複数集落の連携や大学、ＮＰＯ、民間事業者など地域外の協力者とも連携し

た取組みを支援する。 

  ・地域の自治力を高め、住民自身が地域の将来像について検討し、地域課題の解決に取
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り組むことができるよう、小規模多機能自治などの広域自治のしくみに関する調査研

究を行うとともに、その組織化に向けて必要な支援を行う。 

  ・人口減少の著しい集落等に移住・定住して地域活動等に携わる人材の確保を図る。 

  ・田舎暮らしを希望する都市住民に対し、空き家・空き店舗を提供するとともに、積極

的に居住環境情報を提供する。 

  ・京都府移住促進特別区域の指定を受けるなど、移住する側と受け入れる側がともに安

心して移住・受入れができる仕組みづくり及び支援に努める。 

  ・ＵＪＩターンの促進と地域景観の保全を図るため、空き家等を活用した住環境整備の

在り方を検討する。 

  ・婚活の支援やスモールビジネス等の企業支援を行う。 

  ・「京丹後市夢まち創り大学」等を通じ、大学教育機関と連携し、地域の課題解決に取

り組む。 

  ・集落のコミュニティ活動の活性化を図るため、集会施設の整備、修繕を支援するほか、

公共施設の空きスペースを有効活用する。 

 

 

（４）計画 

 事業計画（平成28年度～32年度） 

８　集落の整備 （２）過疎地域自立促進特別事業 自治組織活動支援事業（地域振興交付金） 自治区等
地域コミュニティ支援事業（村おこし・地域づくり事業） 自治区等
市民力活性化支援事業 自治区等
コミュニティビジネス応援事業 自治区等
地域おこし協力隊事業 京丹後市
地域にぎわい創り推進員設置事業 京丹後市
地域づくり支援員設置事業 京丹後市
移住推進・空き家改修支援事業 京丹後市
京丹後市夢まち創り大学運営事業 大学機関等

集落施設等指定管理運営事業 京丹後市
（３）その他 自治宝くじコミュニティ助成事業 京丹後市

地域コミュニティ支援事業（集会施設整備事業） 自治区等

備　考
自立促進
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体

 

（５）公共施設等総合管理計画との整合 

  公共施設等総合管理計画においては、各施設の分野別検討方向を定めており、施設ごと

に移譲、長寿命化への対応、廃止などの方針を定めている。 

  本市では、この方針に基づき適切な取り組みを推進していく。 

 

  



44 

10 その他地域の自立促進に関し必要な事項 

（１）現状と問題点 

  すばらしい自然に包まれたこの土地、温かい人間性を交流活動やイベントを通じて多く

の人に知ってもらうことは、住民の自信と活力、そしてまちの発展の新たな可能性の動機

付けとなるものである。このため、地域の特色を活かしたイベントに取り組んでいる。イ

ベントを積極的に受け止めていく住民合意の形成とあわせ、域外への情報発信により、経

済的な波及効果を地域全体の活力へとつなげ、魅力あるまちづくりを創造していくことが

求められている。 

 

 

（２）その対策 

  ・地域の活性化や人材育成を図るために必要なイベントの開催やその支援を行い、地域

の自立や住民が主体となって実施できる体制を推進する。 

  ・地域医療の確保、住民の日常的な移動のための交通手段の確保、集落の維持及び活性

化その他の住民が将来にわたり安全に安心して暮らすことのできる地域社会の実現

を図るため、基金の積立等による財源確保を図る。 

 

 

（３）計画 

 事業計画（平成28年度～32年度） 

９　その他地域の自立
　　促進に関し必要な
　　事項

（１）過疎地域自立促進特別事業 基金積立 京丹後市 京丹後市

備　考
自立促進
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体

 



議案第１２６号 参考資料 

1 / 2 

                                                                                                     

過疎地域自立促進市町村計画（変更）  
                                                                                                              
 
 

区  分 変   更  前 変   更   後 備  考 

４ 生活環境

の整備 

（２９頁） 

（５）計画 
 事業計画（平成28年度～32年度） 
自 立 促
進 施 策
区分 

事業名
（施設
名） 

事業内容 事業主体 備考 

３  生
活 環 境
の改善 

    

    

ごみ処理
施設 

最終処分
場建設事
業 

京丹後市  

    
   

    
    
  

      

（５）消
防施設 

消防団拠
点施設整
備事業 

京丹後市  

    

    
 

（２９頁） 

（５）計画 
 事業計画（平成28年度～32年度） 
自 立 促
進 施 策
区分 

事業名
（施設
名） 

事業内容 事業主体 備考 

３  生
活 環 境
の改善 

    

    

ごみ処理
施設 

最終処分
場建設事
業 

京丹後市  

し尿処理
施設 

し尿収集
車整備事
業 

京丹後市  

（５）消
防施設 

消防団拠
点施設整
備事業 

京丹後市  
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区  分 変   更  前 変   更   後 備  考 

５ 高齢者等

の保健及び福

祉の向上及び

増進 

（３４頁） 

（５）計画 
 事業計画（平成28年度～32年度） 
自 立 促
進 施 策
区分 

事業名
（施設
名） 

事業内容 事業主体 備考 

４  高
齢 者 等
の 保 健
及 び 福
祉 の 向
上 及 び
増進 

    

    

保育所 児童福祉
施設整備
事業（公
立保育所
整 備 事
業） 

京丹後市  

    
    
  

    
    
    
    
    
  

      

（８）過
疎地域自
立促進特
別事業 

食の自立
支援事業
（配食サ
ービス） 

京丹後市  

    

    
 

（３４頁） 

（５）計画 
 事業計画（平成28年度～32年度） 
自 立 促
進 施 策
区分 

事業名
（施設
名） 

事業内容 事業主体 備考 

４  高
齢 者 等
の 保 健
及 び 福
祉 の 向
上 及 び
増進 

    

    

保育所 児童福祉
施設整備
事業（公
立保育所
整 備 事
業） 

京丹後市  

（４）認
定こども
園 

児童福祉
施設整備
事業（公
立保育所
整 備 事
業） 

京丹後市  

（８）過
疎地域自
立促進特
別事業 

食の自立
支援事業
（配食サ
ービス） 

京丹後市  

    

    
 

 

 



年 月

（パブリックコメントを実施した場合は、その結果等を含む。）

　≪財源措置の状況≫ （単年度事業でない場合は、全体事業の見込状況を記入） (単位：千円)

○その他の計画(該当する場合のみ)

【議会基本条例第8条第1項関係】

議案の
件　名

議案第126号
京丹後市過疎地域自立促進市町村計画の一部変更に
ついて

政策等
の区分

計画　・　事業　・　条例

その他（　 　　　　　　）
政策等の形成過程の説明資料

令和 2 9  定 例 会

　≪政策等の概要≫ 　≪市民参加の状況≫

　過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）の規定に基づ
き、京丹後市全域が過疎地域に指定されている。
　過疎地域自立促進市町村計画に基づき実施される事業については、過疎
対策事業債の発行が認められており、有利な財源を活用しながら必要な事
業を実施するため、過疎地域自立促進市町村計画を変更し対象事業を追加
するものである。

有　・　無

総事業費 国庫支出金 府支出金 市債 その他 一般財源

　≪政策等の必要性≫ 　≪将来にわたる効果及び経費の状況≫

　生活環境保全及び公衆衛生の向上を目的として、老朽化の著しいし尿収
集運搬車両の更新を行うための「し尿収集車整備事業」及び、保育内容の
充実及び保育施設の安全性の向上を図ることを目的として、認定こども園
における「児童福祉施設整備事業（公立保育所整備事業）」を対象事業と
して追加するものである。

令和２年度までの間、過疎対策事業債を活用するなど有利な財源の確保を
図りながら、必要な事業を実施する。

　≪提案に至るまでの経緯≫ 　≪総合計画等の整合≫

29 効率的・効果的な行財政運営
（京都府との協議）
　令和2年6月22日　事前協議
　  令和2年8月7日　京都府への協議
　令和2年8月20日　京都府同意

総合計画
計画項目

　≪政策等の実施時期≫ 策定年度

　令和2年度中 計画期間

担当部局 担当課 添付資料（有の場合は、その名称）

市長公室

計画名称

政策企画課 有・無 新旧対照表


